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（教育委員長挨拶）
開会　午前１０時００分
　　　　◎開会宣告
〇議長　北谷文夫君　おはようございます。ただいまから平成２０年第４回砂川市議会定例会を開会します。

　　　　◎開議宣告
〇議長　北谷文夫君　本日の会議を開きます。
　本日の会議に欠席、遅参の届け出のあった方を事務局長に報告させます。
〇議会事務局長　角丸誠一君　本日の会議に遅参と届け出のありました議員は、東英男議員であります。

　　　　◎日程第１　会議録署名議員指名
〇議長　北谷文夫君　日程第１、会議録署名議員の指名を議題とします。
　会議録署名議員は、会議規則第７８条の規定により、中江清美議員及び飯澤明彦議員を指名します。
　本日の議事日程並びに議長の諸般報告は、お手元に配付のとおりであります。

　　　　◎日程第２　会期の決定



〇議長　北谷文夫君　日程第２、会期の決定を議題とします。
　お諮りします。
　今定例会の会期は、本日から１２月１０日までの３日間としたいと思います。ご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、会期は３日間と決定しました。

　　　　◎日程第３　主要行政報告
〇議長　北谷文夫君　　日程第３、主要行政報告を求めます。
　市長。
〇市長　菊谷勝利君　（登壇）　おはようございます。平成２０年第３回定例市議会以降における主要行政について
報告を申し上げます。
　まず、１ページの総務部の総務課の関係では、２点目の砂川市行政改革推進委員会の開催について、１２月の３
日、第１回推進委員会が開催をされ、平成２１年度以降１０年間における財政推計の報告及び今後における行財政改
革についての審議をされたところであります。
　次に、２ページの広報広聴課の関係では、２点目の「市長と“すながわ”を語ろう」について、９月の２４日、地
域交流センターゆうにおいて「施設見学会」の参加者２４名とまちづくりに対する意見交換会を行ったところであり
ます。
　６点目の砂川町内会連合会との懇談会については、１１月の１８日、砂川市町内会連合会役員と理事者及び各部長
との懇談会を開催し、市に対する要望について意見交換を行ったところであります。
　７点目の市長の企業訪問について、１０月の２９日、市内６カ所の社会福祉施設を訪問をし、高齢者や障害者を取
り巻く情勢や施設の状況、まちづくりに向けた提言などをお伺いをしたところであります。
　３ページの８点目の砂川市政功労表彰について、１１月３日、地域交流センターゆうにおいて市政功労者３名、貢
献者２名の表彰及び永住功労者１０５名、高額寄附者５名に対する感謝状の贈呈を行ったところであります。
　１０点目の移住定住促進事業の取り組みについて、１１月の１日、大阪において開催された「北海道暮らし・フェ
アｉｎ大阪」に参加し、「市町村プレゼント・ＰＲタイム」及び「市町村相談コーナー」において砂川市への移住を
ＰＲするとともに、１５組の移住相談を受けたところであります。
　１１点目の砂川市第６期総合計画の策定に向けた取り組みについて、１１月の２７日、砂川市第６期総合計画の策
定に向けて職員に対する策定方針説明会を開催するとともに、第５期総合計画における施設レベルでの成果や課題等
を検証するため、施策評価を実施することとしたところであります。
　次に、５ページの市民部市民生活課の関係では、６点目の交通安全運動の推進について、（２）に主な啓発運動を
記載してございますけれども、９月の２４日、市役所部課長会５５名による旗波街頭啓発を行ったところでありま
す。
　次に、７ページの社会福祉課の関係では、１点目のどさんこ・子育て特典制度の実施について、１２月１日、子育
て中の家庭を支援するため、買い物の割引等の特典が受けられるよう、北海道と市が協働して子育て家庭を支援する
「どさんこ・子育て特典制度」を開始いたしました。対象世帯は、小学生の子供がいる世帯であり、お買い物の際に
ふくろうカードのポイントが２倍になるなどの特典がございます。
　次に、１０ページの経済部商工労働課観光課の関係では、７点目のすながわスイートロード事業について、（２）
の道新ぶんぶんクラブ、スイートロードツアーでは、６月２５日より１０月１６日までの期間中、札幌、千歳、恵
庭、旭川などから１３回のバスツアーが実施され、参加者はすながわスイートロード協議会の案内で市内を回り、シ
ョッピングなどを楽しんだところであります。
　１１ページの８点目の砂川市中心市街地活性化協議会について、１１月１０日、協議会が開催され、回遊策検討委
員会の活動状況報告の後、中小企業基盤整備機構による「中心市街地商業活性化・診断サポート事業」を活用するこ
とが確認をされ、その後砂川市中心市街地活性化基本計画の数値目標達成状況の経過報告を行ったところでありま
す。
　次に、１１ページの建設部建築住宅課の関係では、１点目の工事の発注状況について、南吉野団地建設関係では、
（３）の進捗状況に記載のとおり、発注率は１００％、進捗率は７０．７％となっているところであります。
　以上申し上げまして、主要行政報告といたします。

　　　　◎日程第４　教育行政報告
〇議長　北谷文夫君　日程第４、教育行政報告を求めます。
　教育長。
〇教育長　四反田孝治君　（登壇）　おはようございます。前定例会以降におきます教育行政の主な内容につきまし
てご報告を申し上げます。
　初めに、学務課所管でありますが、１点目の豊沼小学校公開研究会の開催について申し上げます。学校課題の解決
と生徒への指導力の向上を目指して行われる公開研究会を１１月１４日開催したところであります。研究主題を『生
き生きと学び、自らの思いを持ち、豊に表現できる子供の育成』とし、副題を『「国語科」を窓口とした「表現力」
の育成を目指して』としたこの研究会には管内から約１７０名の教師、関係者が参加し、公開授業と分科会で熱心な
研究・討議が行われたところであります。
　２点目の全国学力・学習状況調査の結果について申し上げます。今年４月２２日実施された全国学力・学習状況調
査の結果につきましては、個々の学校の序列化や過度の競争が生じないよう分析し、１１月６日以降教育委員会、校
長会等に公表したところであります。この分析結果につきましては、各学校ごとの分析結果とあわせて今後の指導工
夫・改善に活用することとしたところであります。
　次に、２ページ、社会教育課所管について申し上げます。１点目の砂川市無形民俗文化財の指定及び保持団体の認
定についてでありますが、９月１７日、第２回砂川市文化財保護審査会において「街頭もちつき」について審議がな
され、砂川市無形民俗文化財の指定及び保持団体の認定について可とする答申を受けたところであります。このこと
により、教育委員会は砂川市無形民俗文化財に「街頭もちつき」を指定し、「砂川もちつき保存会」を保持団体に認
定し、９月２５日付告示を行うとともに、１０月１日号の広報すながわで市民周知を図ったところであります。
　なお、指定書及び認定書につきましては、１０月１１日開催の街頭もちつき１１０周年記念式典において伝達をし
たところであります。
　次に、３ページ、公民館所管について申し上げます。３点目、市民文化祭につきましては、芸能発表は１０月２６
日、地域交流センター「ゆう」を会場に、文芸展示部門は１１月１日から１１月３日までの３日間公民館を会場に開
催し、参加状況は芸能部門２８団体・３５０名、文芸展示部門３９団体・３７９名となったところであります。
　次に、４ページ、交流センター交流推進課所管について申し上げます。地域交流センターゆうの利用状況につきま
しては、今年４月から１１月まで１，７６２件、５万７，５５１名の利用となっており、昨年との比較で１５８件の
増、４，２０７名の増となっているところであります。
　以上申し上げまして、教育行政報告とさせていただきます。

　　　　◎日程第５　２０年３定議案第１７号　平成１９年度砂川市一般会計決算の認定



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を求めることについて　　　　　　　　
　　　　　　　　　　２０年３定議案第１８号　平成１９年度砂川市国民健康保険特別会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計決算の認定を求めることについて　　
　　　　　　　　　　２０年３定議案第１９号　平成１９年度砂川市下水道事業特別会計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決算の認定を求めることについて　　　
　　　　　　　　　　２０年３定議案第２０号　平成１９年度砂川市老人医療事業特別会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計決算の認定を求めることについて　　
　　　　　　　　　　２０年３定議案第２１号　平成１９年度砂川市介護保険特別会計決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　算の認定を求めることについて　　　　
　　　　　　　　　　２０年３定議案第２２号　平成１９年度砂川市病院事業会計決算の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　認定を求めることについて　　　　　　
〇議長　北谷文夫君　日程第５、２０年第３回定例会議案第１７号　平成１９年度砂川市一般会計決算の認定を求め
ることについて、議案第１８号　平成１９年度砂川市国民健康保険特別会計決算の認定を求めることについて、議案
第１９号　平成１９年度砂川市下水道事業特別会計決算の認定を求めることについて、議案第２０号　平成１９年度
砂川市老人医療事業特別会計決算の認定を求めることについて、議案第２１号　平成１９年度砂川市介護保険特別会
計決算の認定を求めることについて、議案第２２号　平成１９年度砂川市病院事業会計決算の認定を求めることにつ
いての６件を一括議題とします。
　決算審査特別委員長の報告を求めます。
　決算審査特別委員長。
〇決算審査特別委員長　土田政己君　おはようございます。平成２０年第３回定例市議会において決算審査特別委員
会に付託されました議案第１７号から議案第２２号までの平成１９年度一般会計、特別会計並びに事業会計の決算に
ついて、その審査の経過と結果をご報告申し上げます。
　９月１１日に委員会を開催し、委員長に私土田、副委員長に飯澤明彦委員が選出され、１１月４日、５日の両日委
員会を開催し、付託されました６会計の決算について慎重に審査し、議案第１７号、一般会計決算は起立により、議
案第１８号から第２２号までは簡易による採決の結果、各会計いずれも原案のとおり認定すべきものと決定いたしま
した。
　以上で報告を終わります。
〇議長　北谷文夫君　これより決算審査特別委員長の報告に対する一括質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで決算審査特別委員長の報告に対する質疑を終わります。
　これより２０年第３回定例会議案第１７号の討論に入ります。
　発言者の挙手を求めます。
〔挙手する者あり〕
　ただいま挙手された方の中で、原案に反対の討論を行う方はもう一度挙手を願います。
〔挙手する者あり〕
　中江清美議員。
〇中江清美議員　（登壇）　議案第１７号　平成１９年度一般会計決算を認定することに反対の立場で討論します。
　平成１９年度の決算は、砂川小学校の水道配管の改修工事などの教育現場の環境整備や南吉野団地の建設事業など
住民のための事業もあります。しかし、本決算には国民の批判が大きい後期高齢者医療制度の創設のための経費が支
出されています。後期高齢者医療制度は、７５歳という年齢で強制的に加入させられ、高齢者の負担をふやし、受け
られる医療内容も制限されるというお年寄りいじめの制度です。また、医療現場の全国の医師会からも反対の声明が
出されています。老後の不安を余儀なくするこの制度は廃止すべきということを申し上げて、反対の１点目の理由と
します。
　２点目は、南１丁目線通路、南１丁目線通り街路工事の委託料ですが、総括質疑のときに理事者は将来的に無駄に
なるものではないと答弁していますが、砂川市の厳しい財政状況の中で優先して実施すべき事業だったのか疑問で
す。砂川市の東西を結ぶ道路は、北９丁目に道道文珠―砂川線、南５丁目には道道芦別―砂川線があります。南１丁
目線通りは、過去何度も改修、改善されています。国の財政縮減により、砂川市として市民生活に直結する事業を削
減している状況ですし、市民の方々も財政困難ということで我慢している状態です。景気が回復し、財政的に余裕が
見通すことができるときに再考してもよい事業だったと考えます。
　よって、本決算は認定しがたく、反対いたします。
〇議長　北谷文夫君　飯澤明彦議員。
〇飯澤明彦議員　（登壇）　議案第１７号　平成１９年度砂川市一般会計決算の認定を求めることについて、賛成の
立場で討論を申し上げます。
　平成１９年度の一般会計は、国が進めた三位一体改革の継続のもと、国から地方への税源移譲の明確化が進み、所
得税から住民税への移譲が行われ、その中、国の交付税財源がピーク時の２１兆円から１５兆円へと４分の３になっ
ております。今後のますます進む地方分権への対応に向け、しっかりとした財政規律の確立が求められているところ
でもあります。しかし、景気の回復が見込めない中、引き続く地方交付税の減少や所得譲与税の削減など、財源の確
保は自治体財政にとって非常に厳しいものであったと思います。このような状況の中、職員採用の抑制や内部事務経
費の見直し、また今後の公債費の抑制対策として市債借り入れの抑制や１９年度から実施された公的資金補償金免除
の繰上償還などを行い、着実に市債残高を減らすなど、将来に向けて安定的な財政運営を目指しているものでありま
す。政策面においては、だれもが住んでよかったふるさと砂川づくりを目指し、第５期総合計画の重点課題とした市
立病院改築の促進、また病院を核としたまちなか活性化の推進を進めるため、中心市街地活性化基本計画の策定や補
助事業を活用した旧市民会館、福寿園等の解体事業を実施するなど、その実現に向け着々と進めているところであり
ます。さらに、少子化社会への対応を図るためさくら保育園や子育て支援センターの整備、生活環境の改善を目指し
ての南吉野団地へ建てかえ工事への着手、農業振興策として農地・水・環境保全活動事業を実施するなど真に必要な
分野に政策を施し、市民の暮らし向上に努めているところであります。このような厳しい財政状況においても経費の
節減に努め、本市の将来の目指す都市像、安らぎと活力に満ちたまちづくりに向け予算の執行に最大限の努力をして
いただくことを高く評価し、平成１９年度一般会計決算については承認すべきものと考えます。
　議員各位のご賛同をよろしくお願い申し上げ、賛成の討論といたします。
〇議長　北谷文夫君　これで討論を終わります。
　これより、議案第１７号を採決します。
　本案を、決算審査特別委員長の報告のとおり認定することに賛成の方は起立願います。
〔起立多数〕
　起立多数であります。
　したがって、本案は決算審査特別委員長の報告のとおり認定されました。
　続いて、２０年第３回定例会議案第１８号から第２２号までの討論に入ります。
　討論ありませんか。



〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　討論なしと認め、これで討論を終わります。
　これより、議案第１８号から第２２号までを一括採決します。
　本案は、決算審査特別委員長の報告のとおり認定することにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、決算審査特別委員長の報告のとおり認定されました。

　　　　◎日程第６　議案第　３号　企業立地の促進等による地域における産業集積の形
　　　　　　　　　　　　　　　　　成及び活性化に関する法律の適用に伴う固定資産税
　　　　　　　　　　　　　　　　　の課税免除に関する条例の制定について　　　　　
　　　　　　　　　　議案第　４号　砂川市行政財産の目的外使用に関する使用料条例の
　　　　　　　　　　　　　　　　　一部を改正する条例の制定について　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第　５号　砂川市手数料条例の一部を改正する条例の制定につ
　　　　　　　　　　　　　　　　　いて　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第　６号　砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制
　　　　　　　　　　　　　　　　　定について　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第　７号　砂川市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例の
　　　　　　　　　　　　　　　　　制定について　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第　８号　砂川市高齢者等安心住まいる（住宅改修）助成条例
　　　　　　　　　　　　　　　　　の一部を改正する条例の制定について　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第　９号　砂川市永く住まいる（住宅改修）助成条例の一部を
　　　　　　　　　　　　　　　　　改正する条例の制定について　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第１０号　砂川市まちなか住まいる等（住宅建設又は購入）促
　　　　　　　　　　　　　　　　　進条例の一部を改正する条例の制定について　　　
　　　　　　　　　　議案第１１号　中空知広域市町村圏組合規約の変更について　　　
　　　　　　　　　　議案第　１号　平成２０年度砂川市一般会計補正予算　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第　２号　平成２０年度砂川市病院事業会計補正予算　　　　
〇議長　北谷文夫君　日程第６、議案第３号　企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関
する法律の適用に伴う固定資産税の課税免除に関する条例の制定について、議案第４号　砂川市行政財産の目的外使
用に関する使用料条例の一部を改正する条例の制定について、議案第５号　砂川市手数料条例の一部を改正する条例
の制定について、議案第６号　砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について、議案第７号　砂川市
道路占用料徴収条例の一部を改正する条例の制定について、議案第８号　砂川市高齢者等安心住まいる（住宅改修）
助成条例の一部を改正する条例の制定について、議案第９号　砂川市永く住まいる（住宅改修）助成条例の一部を改
正する条例の制定について、議案第１０号　砂川市まちなか住まいる等（住宅建設又は購入）促進条例の一部を改正
する条例の制定について、議案第１１号　中空知広域市町村圏組合規約の変更について、議案第１号　平成２０年度
砂川市一般会計補正予算、議案第２号　平成２０年度砂川市病院事業会計補正予算の１１件を一括議題とします。
　各議案に対する提案者の説明を求めます。
　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　それでは、私のほうから議案第３号、第４号、第１１号についてご説明を申し
上げます。
　まず、議案第３号　企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の適用に伴う固
定資産税の課税免除に関する条例の制定についてご説明を申し上げます。制定の理由は、企業立地の促進等による地
域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第５条第１項の規定に基づく基本計画が同条第５項の同意を受け
たことに伴い、同法第２０条に規定する固定資産税の課税免除を行うことに関し必要な事項を定めるため、本条例を
制定しようとするものであります。
　なお、企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律は、平成１９年５月１１日に
公布され、この法律の適用を受けるためには地域産業活性化基本計画の策定をしなければなりません。また、その後
経済産業大臣の同意が必要となるものでございまして、この経済産業大臣の同意につきましては道央空知地域の基本
計画、１０市１１町でございますけれども、この同意は平成２０年９月２日であります。
　２ページをお開きください。第１条は、本条例の制定の趣旨であります。この条例は、企業立地の促進等による地
域における産業集積の形成及び活性化に関する法律第２０条の規定に基づき、法第５条第５項の同意を受けた基本計
画において定められた同法第５条第２項第２号の集積区域内における、地方税法第６条第１項の規定による固定資産
税の課税免除を行うことに関し必要な事項を定めるものであります。
　第２条は、課税免除の定めであります。第２条第１項は、免除対象の業種、施設、取得金額の定めで、市長は、同
意集積区域内において、同意基本計画の同意の日から起算して５年以内に法第５条第２項第５号の規定に基づき指定
集積業種に対し業種として定められた事業のための施設のうち省令第３条に規定する対象施設を取得した者に対し、
当該対象施設に課する固定資産税について課税免除することができるものであります。
　第２項は、免除期間の定めで、前項の規定による課税免除の期間は、当該対象施設に対して新たに課税することと
なった年度から３年度とするものであります。
　第３条は、適用除外の定めで、過疎地域自立促進特別措置法の適用に伴う固定資産税の課税免除に関する条例及び
砂川市農村地域工業等導入促進のための固定資産税の免除に関する条例の適用を受けるものについては、この条例の
規定は適用しないものであります。これは、過疎法及び農工法に係る固定資産税の課税免除のうち重複する業種があ
ることにつき他の条例の規定による固定資産税の課税免除の適用を受ける対象施設については、本条例の適用を除外
する規定であります。
　第４条は、課税免除の申請の定めであり、第２条の規定による固定資産税の課税免除を受けようとする者は、当該
課税免除を受けようとする年度の初日の属する年の１月３１日までに、規則で定める申請書を市長に提出しなければ
ならないものであります。
　第５条は、課税免除の承継の定めであり、第５条第１項は、市長は、第２条の規定により課税免除を受けている者
について事業の承継があった場合で、現に課税免除を受けている対象施設が引き続き特定事業の用に供されていると
きは、同条に規定する固定資産税の課税免除は、当該事業を承継した者に対して行うことができるものであります。
　第２項は、承継の届け出の定めで、前項の規定により事業を承継した者が引き続き課税免除を受けようとするとき
は、規則の定めるところにより、承継の事実を市長に届け出なければならない規定であります。
　第６条は、課税免除の取り消しの定めであり、市長は、第２条の規定により固定資産税の課税免除を受けた者が、
次の各号のいずれかに該当するときは、当該課税免除を取り消すことができるものであり、１号として免除の対象と
なる者で第２条第１項に適合しなくなったと認めるとき、２号として虚偽の申請その他不正行為があったときであり
ます。
　第７条は、委任の定めで、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定めるものであります。
　附則として、第１条は、施行期日で、この条例は、条例の公布の日から施行し、平成２０年９月２日以降に取得し



た対象施設について適用するものであります。
　第２条は、この条例の失効で、この条例は、同意日から起算して５年を経過する日限り、その効力を失うものであ
ります。
　第３条は、経過措置で、この条例の失効の日において、条例第２条第１項の規定により課税免除の適用を受けてい
る者の免除期間等及び新たに対象施設を取得している者に係る申請手続、免除期間等については、なお従前の例によ
るものとするものであります。
　５ページをお開きください。議案第３号の附属説明資料といたしまして、本条例制定に伴う条例施行規則でありま
す。
　第１条は、規則で定める趣旨であります。
　第２条は、課税免除の申請の方法及び添付書類等の定めであります。
　第３条は、課税免除の可否に対する決定書を通知することの定めであります。
　第４条は、事業承継に伴う届け出の定めであります。
　第５条は、課税免除に対する取り消しをした場合の通知の定めであります。
　第６条は、この規則の定め以外の事項については、市長が別に定めるとするものであります。
　附則として、施行期日で、この規則は、公布の日から施行するものであります。
　規則の失効で、同意日から起算して５年を経過する日限り、この効力を失うものであります。
　経過措置で、規則の失効の日において、課税免除の適用を受けている者の免除期間等及び新たに対象施設を取得し
ている者に係る定めであります。
　以上、よろしくご審議賜りますようお願いを申し上げます。
　続きまして、議案第４号でございます。砂川市行政財産の目的外使用に関する使用料条例の一部を改正する条例の
制定でございます。改正の理由は、郵便事業株式会社が所有する郵便差し出し箱について砂川市道路占用料徴収条例
に準じた額に改めるため、本条例の一部を改正しようとするものでございます。
　３ページをお開きいただきたいと存じます。附属説明資料、現行、別表、第２条関係、郵便差し出し箱、年、１
個、６００円、これを１個、４７０円に改正するものでございます。
　附則として、この条例は、平成２１年４月１日から施行するものであります。
　続きまして、議案第１１号　中空知広域市町村圏組合規約の変更についてご説明を申し上げます。変更の理由は、
中空知広域市町村圏組合を構成する関係市町が財政再生団体となることを回避するための緊急避難的な措置として基
金の処分の特例制度を創設するため、本規約を変更しようとするものでございます。
　裏面をお開きいただきたいと存じます。中空知広域市町村圏組合規約の一部を変更する規約でありますが、内容の
説明に当たりまして、３ページ、議案第１１号附属説明資料、中空知広域市町村圏組合規約新旧対照表でご説明を申
し上げます。この表は、左側が現行、右側が変更後となっており、変更部分はアンダーラインで表示しております。
　まず、規約第１５条第２項につきましては、関係市町の基金に対する出資額を定めておりますが、現行の出資額を
出資限度額に変更し、また出資額は条例で定めることとして、出資限度額内において処分または再出資する場合は規
約変更を要さずに条例の改正で対応し、その手続を迅速かつ円滑に進めようとするものであります。
　次に、同条第４項につきましては、中空知広域市町村圏組合が解散する場合、現行では基金の処分に、処分は関係
市町の出資比率によるものとしておりますが、基金処分を行った場合には出資比率と現に出資している額の割合が異
なることになるため、解散時には現に出資している額の割合で関係市町に帰属することになるよう変更するものであ
ります。
　次に、基金の処分の特例として新たに第１６条を設け、財政状況の悪化により財政再生団体となるおそれがある関
係市町の財政再生団体となることを回避するために、当該関係市町が現に出資している額を上限として基金を処分す
ることができるよう定めるものであります。
　また、同条第２項は、第１項により処分した基金は当該関係市町が再出資できることを定めるものであります。
　次に、以上の変更に伴い別表につきましても出資額を出資限度額に、出資比率を出資限度比率に変更するものであ
ります。
　最後に、附則として、この規約は、北海道知事の許可のあった日から施行するものであります。
　以上、よろしくご審議いただきますようお願いを申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　（登壇）　私から議案第６号についてご説明を申し上げます。
　議案第６号　砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定についてご説明申し上げます。改正の理由であ
りますが、平成２１年１月より創設される産科医療補償制度にあわせて産科医療補償制度の保険料の水準を踏まえ、
被保険者の負担がふえぬよう出産育児一時金の引き上げを行うとともに、一部条文の整理を図るため、本条例の一部
を改正しようとするものでありますが、ここで産科医療補償制度の概要についてご説明させていただきます。
　補償の仕組みは、産科医療機関と妊産婦との契約に基づいて通常の妊娠、分娩にもかかわらず脳性麻痺となった方
に補償金を支払うもので、産科医療機関は補償金の支払いによる損害を担保するため、運営組織が契約者となる損害
保険に加入するものであります。補償金額は、一時金６００万円、２０年間の分割金２，４００万円、合計３，００
０万円であり、掛金である保険料は１分娩当たり３万円であります。この産科医療補償制度が明年平成２１年１月に
創設されることにより、その医療機関が負担する保険料分の３万円が出産費用に上乗せされることが見込まれるた
め、被保険者の負担増とならないよう、産科医療補償制度加入の医療機関で出産する場合に出産育児一時金を３万円
引き上げて支給額を３８万円とするための改正であります。
　それでは、３ページ、附属説明資料の新旧対照表でご説明申し上げます。向かいまして左が現行、右が改正後であ
り、改正部分にはアンダーラインを表示しております。
　第８条は、出産育児一時金の規定であり、現行、第１号に、ただし、市長が健康保険法施行令第３６条の規定を勘
案し、必要があると認めるときは、規則で定めるところにより、これに３万円を上限として加算するものとするを加
えるものであり、第２項中、第９条を改正後は次条に改めるものであります。
　附則として、この条例は、平成２１年１月１日から施行するものであり、経過措置として、この条例の施行の日前
に出産した被保険者に係る出産育児一時金の額については、なお従前の例によるものであります。
　以上、よろしくご審議賜りますようお願いを申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　建設部長。
〇建設部長　西野孝行君　（登壇）　私からは、議案第５号、第７号、第８号から第１０号についてご説明いたしま
す。
　初めに、議案第５号　砂川市手数料条例の一部を改正する条例の制定についてご説明いたします。改正の理由は、
建築基準法の一部が改正されたことによる建築確認申請の審査項目の増加等及び優良住宅認定事務に関する権限移譲
に伴い、本条例の一部を改正しようとするものであります。
　砂川市手数料条例の一部を改正する条例については、別表第２（第２条関係）を改正するものですが、内容につき
ましては３ページの附属説明資料、新旧対照表でご説明をいたします。表の左側が現行、右側が改正後であり、改正
部分をアンダーラインで表示してあります。
　（４）の項、優良住宅新築認定申請手数料については、土地の譲渡益について税制上の優遇措置を受ける場合の手
続として優良住宅認定制度がありますが、当該認定事務にかかわる手数料を定めているものであります。平成２１年



度より連結法人に関する認定事務が北海道から権限移譲されることから、これまでの個人または法人に対するものに
加えて新たに連結法人に対する手数料徴収規定を設けるため、手数料徴収の根拠法令に連結法人にかかわるものを追
加して定めるものであります。
　なお、現行の根拠法令第３１条の２第２項第１１号ニ、または第６２条の３第４項第１１号ニを改正後、第３１条
の２第２項第１６号ニ、第６２条の３第４項第１６号二に改めることについては、租税特別措置法の改正により引用
条項が移動したことによるものであります。
　（１７）の項及び（１８）項の改正については、耐震偽装事件の再発防止のため、建築確認等の厳格化を柱とする
建築基準法の改正が平成１９年６月に行われ、建築確認申請の審査項目等が増加したことによる手数料の額の見直し
と建築物または工作物に関する計画通知にかかわる手数料を新たに徴収しようとする改正であります。計画通知にか
かわる手数料の徴収については、これまで民間が申請者である確認申請は手数料を徴収し、国の機関や北海道などが
申請者である計画通知については無料としておりましたが、建築基準法の改正に伴い新たに審査方法の指針が告示さ
れたことにより、計画通知についても民間建築物と同様な設計図書の審査が必要となったことから、手数料を徴収し
ようとするものであります。このため、（１７）の項及び（１８）の項の手数料徴収事項に計画通知手数料を、（１
７）の項の手数料徴収事項の根拠法令に第１８条第２項を加える改正を行うものであります。（１７）の項及び（１
８）の項の手数料の額の改定は、建築基準法の改正による審査項目等の増加に伴うものであり、北海道は本年の７月
に手数料の額を改定しておりますが、本市においても他市と同様に北海道に準じた額とするため、改正後の欄に記載
の額に改定しようとするものであります。改定率は、平均で４１．１％の増額改定となるものであります。
　なお、確認申請手数料、計画通知手数料は同額で定めようとするものであります。
　（１９）の項及び（２０）の項は、計画通知に関する建築物または工作物の完了通知手数料を新たに徴収するた
め、手数料徴収事項として完了通知手数料を、（１９）の項の手数料徴収事項の根拠法令に建築基準法第１８条第１
４項を加える改正を行うものであります。
　なお、完了通知手数料の額は、完了申請手数料の額と同額で定めるものですが、手数料の額については今回の法改
正による直接的な影響がなく、額の見直しは行わないこととしております。
　（２７）の項の構造計算適合判定手数料については、今回の建築基準法の改正により高度な構造計算を行う大規模
な建築物については第三者機関による構造審査が義務づけられたところであります。本市が確認審査を行う建築物に
ついては、構造計算適合性判定は義務づけられておりませんが、設計者等の構造設計の考え方により大規模建築物と
同様な高度な構造計算を行った確認申請が提出された場合は、これにこたえなければならないため、そうした事例が
発生した場合に備えて構造計算適合性判定機関に納付する額を手数料として定めるものであります。
　また、構造計算適合性判定手数料を（２７）の項として加えるため、（２７）の項を（２８）の項に、（２８）の
項を（２９）の項にそれぞれ改めるものであります。
　附則として、この条例は、平成２１年４月１日から施行するものであります。
　以上、よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。
　次に、議案第７号　砂川市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例の制定についてご説明いたします。改正の理
由は、道路法施行令の一部が改正され、道路占用料の額が見直されたことに伴い、国道に準じた占用料の額に改定す
るため、本条例の一部を改正しようとするものであります。
　砂川市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例については、５ページの附属説明資料、新旧対照表でご説明いた
します。表の左側が現行、右側が改正後であり、改正部分はアンダーラインで表示してあります。現行の道路占用料
の額は、平成６年の地価水準をもとに国道、道道に準じて定めておりますが、近年の地価下落の動向を反映するため
道路法施行令が改正され、本年４月から国道の道路占用料の額を約４０％減額する見直しが行われたところであり、
あわせて地下埋設管の関係区分を６区分から９区分に細分化する見直しが行われたため、改正後の欄に記載のとお
り、国道に準じた見直しを行おうとするものであります。
　附則として、この条例は、平成２１年４月１日から施行するものであります。
　よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。
　次に、議案第８号のご説明の前に、議案第９号、議案第１０号を含めハートフル住まいる助成条例が平成２１年３
月３１日で失効することから、有効期限を延長することについて前段ご説明申し上げます。このハートフル住まいる
助成条例は、平成１７年度から平成２６年度までを計画期間として策定した砂川市住宅マスタープランにおける重点
プロジェクトである高齢者安心プロジェクト、まちなか居住推進プロジェクト、地域元気プロジェクトを推進する施
策として平成１８年度から３つの条例として制度化し、住宅改修、住宅建設及び住宅購入に対する助成を実施してま
いりましたが、まちなか居住の誘導、良質な住宅ストックの形成と定住促進等の重点プロジェクトの推進は現在にお
いても住宅施策の大きな課題となっており、引き続き助成の継続が必要であることから、有効期限を平成２４年３月
３１日までの３年間延長しようとするものであります。
　それでは、各条例案についてご説明申し上げます。初めに、議案第８号　砂川市高齢者等安心住まいる（住宅改
修）助成条例の一部を改正する条例の制定についてご説明いたします。改正の理由は、本制度の期間延長を行うこと
により、高齢者等の安心で安全な住まいの実現に資するため、本条例の一部を改正しようとするものであります。
　砂川市高齢者等安心住まいる（住宅改修）助成条例については、３ページの附属説明資料でご説明いたします。表
の左が現行、右が改正後であり、改正部分をアンダーラインで表示しております。
　附則第２項中、平成２１年３月３１日を平成２４年３月３１日に改めるものであります。
　附則として、この条例は、公布の日から施行するものでございます。
　以上、よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。
　続きまして、議案第９号　砂川市永く住まいる（住宅改修）助成条例の一部を改正する条例の制定についてご説明
いたします。改正の理由は、本制度の期間延長を行うことにより、市民が安心して住み続けられる住まいづくりと居
住環境の向上に資するため、本条例の一部を改正しようとするものであります。
　３ページの附属説明資料、新旧対照表をごらんいただきたいと存じます。表の左が現行、右が改正後であり、改正
部分はアンダーラインで表示しております。
　附則第２項中、平成２１年３月３１日を平成２４年３月３１日に改めるものであります。　附則として、この条例
は、公布の日から施行するものでございます。
　以上、よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。
　続きまして、議案第１０号　砂川市まちなか住まいる等（住宅建設又は購入）促進条例の一部を改正する条例の制
定についてご説明いたします。改正の理由は、本制度の期間延長とまちなか居住区域を拡大することにより、定住促
進とまちなか居住の誘導を図り、本市の活力に満ちた持続的な発展に資するため、本条例の一部を改正しようとする
ものであります。
　砂川市まちなか住まいる等（住宅建設又は購入）促進条例の一部を改正する条例については、３ページの附属説明
資料ナンバー１、新旧対照表でご説明いたします。表の左が現行、右が改正後であり、改正部分はアンダーラインで
表示しております。
　附則第２項中、平成２１年３月３１日を平成２４年３月３１日に改めるものであります。
　別表、第２条関係、まちなか居住区域の改正につきましては、５ページの附属説明資料ナンバー２、まちなか居住
区域図でご説明いたします。現行の助成率を３％としているまちなか居住区域は、点線で囲まれた部分の８３ヘクタ
ールでありますが、改正後はこのまちなか居住区域を実線で囲まれた部分で中心市街地活性化基本計画の中心市街地



区域である２０２ヘクタールに拡大するものであります。中心市街地活性化基本計画との整合を図り、中心市街地の
活性化に資するまちなか居住を推進しようとするものであります。
　３ページにお戻りいただきたいと存じます。附則第１項は、施行期日であり、この条例は、公布の日から施行する
ものであります。
　第２項は、経過措置であり、改正後の新たに拡大されるまちなか居住区域において助成金の対象となる住宅は、平
成２１年４月１日以後に新築住宅の請負契約、または建て売り住宅、もしくは中古住宅の売買契約を締結し、または
着工するものから適用するものとする規定であります。
　以上、よろしくご審議くださいますようお願い申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　１０分間休憩いたします。
休憩　午前１０時５７分
再開　午前１１時０８分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を再開します。
　休憩前に引き続いて理事者の提案説明を求めます。
　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　平成２０年度砂川市一般会計補正予算、議案第１号　平成２０年度砂川市一般
会計補正予算についてご説明を申し上げます。
　今回の補正は、第４号であります。
　第１条は、歳入歳出予算の補正でありますが、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３億９，４９１万６，００
０円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ１０９億７，５６９万２，０００円とするものでございます。
　第２条は、地方債の補正であります。４ページ、第２表、地方債補正に記載のとおり、過疎対策事業債について
２，０７０万円の減額補正を行い、地方債の補正後限度額の総額を１０億３１０万円とするものであります。
　それでは、歳出からご説明いたします。説明の欄の頭に二重丸を付してあるのは新規事業で、一つ丸は継続事業で
あります。また、アンダーラインを付してあるのは細節の新規事業であります。
　初めに、１６ページをお開きいただきたいと存じます。２款総務費、１項５目財産管理費で一つ丸、財産管理に要
する経費の財政調整基金積立金３億７，９５５万６，０００円の補正は、財源調整により財政調整基金に積み立てる
ものであります。
　１０目市民生活推進費で一つ丸、焼山線バス運行に要する経費２３５万円は、平成１９年１０月から平成２０年９
月までの１年間の収支不足額から国庫補助金を差し引いた赤字補てん対象額７００万４，０００円について砂川市と
歌志内市で負担するもので、砂川市の負担率３７．３％、２３５万円を補正するものであります。同じく二重丸、花
月砂川線バス運行に要する経費１５９万２，０００円は、平成１９年１０月から平成２０年９月までの収支不足額８
６１万２，０００円を砂川市、滝川市、新十津川町、浦臼町で負担するもので、砂川市負担率１８．４８％、１５９
万２，０００円を補正するものであります。
　１１目情報化推進費で一つ丸、情報化推進に要する経費１３１万８，０００円の減額補正は、平成１５年に導入さ
れた国、地方公共団体を相互に接続するＬＧＷＡＮの設備の更新に係る経費で、当初備品購入費で予算措置をしてお
りましたが、道内各自治体が一斉に更新時期を迎え、北海道電子自治体共同運営協議会が窓口となり、共同化が図ら
れたことから、備品購入費を減額するとともに、ＬＧＷＡＮと地方公共団体庁内ＬＡＮを接続するためのネットワー
ク設備構築委託料に組み替えるものであります。
　１２目電算管理費で一つ丸、電算管理に要する経費１，３１５万２，０００円の補正は、平成２１年１０月から開
始される住民税の年金からの特別徴収に対応するため、住民税システムのプログラム変更に係る経費であります。
　２項１目徴税費で一つ丸、市税の賦課事務に要する経費の地方税電子化協議会負担金１６万９，０００円の補正
は、住民税の年金からの特別徴収の手続として各市町村は平成２１年１月より社会保険庁等から公的年金支払い報告
書のデータを受理することとなりますが、各市町村からのデータを一本化して社会保険庁等に送る、または社会保険
庁等のデータを全国の市町村に振り分ける作業を地方税電子化協議会を経由して行うことから、これに係る事務運営
分及びＬＧＷＡＮ文書交換システム利用分に係る負担金であります。
　次に、１８ページ、３款民生費、１項１目社会福祉総務費で一つ丸、社会福祉対策に要する経費の福祉灯油助成費
１，１２０万円及びその他経費１０万１，０００円の補正は、昨年に引き続き低所得者世帯に対して灯油購入費の一
部を助成するもので、単価につきましては１１月現在の灯油単価をもとに２０年度に限り道の補助額が拡大されたこ
とや昨年の全道の支給実績の平均が７，０００円であったことから、価格の変動が激しく、結果的には１２月現在で
は単価が昨年より大きく落ちてしまいましたが、１世帯当たり７，０００円と決定したものであります。その他の経
費は、これに係る助成券印刷代及び広報紙折り込み手数料であります。
　２０ページ、８款土木費、５項１目市営住宅管理費で一つ丸、市営住宅の管理に要する経費４４万７，０００円の
補正は、公営住宅法施行令、住宅地区改良法施行令の改正に伴い、平成２１年４月から家賃算定基準が変更となるこ
とから、公営住宅システムのプログラム変更に要する経費であります。
　次に、２２ページ、９款消防費、１項１目消防費で一つ丸、砂川地区広域消防組合負担金２，４７３万４，０００
円の減額補正は、附属説明資料１３ページに記載のとおり、災害対応特殊消防ポンプ自動車の購入について補助申請
要件として予算措置されていることが条件でありましたが、補助採択されなかったことから、減額するものでありま
す。
　次に、２４ページ、１０款教育費、２項及び３項の１目学校管理費で一つ丸、学校の管理に要する経費の砂川小学
校、空知太小学校暖房機改修工事９３９万８，０００円及び石山中学校暖房機改修工事費３００万３，０００円の補
正は、学校のＦＦ暖房機について耐用年数を大きく経過し、補修部品の供給も終結していることから、使用頻度の高
い教室等の暖房機５３台について更新を行うものであります。なお、この財源は、人口、面積、財政力等に応じて算
定される地域活性化緊急安心実現総合対策交付金１，１１８万２，０００円を充当するものであります。
　以上が歳出でありまして、歳入につきましては５ページ、総括でご説明いたします。
　１４款国庫支出金１，１１８万２，０００円の補正は、第１次緊急経済対策の中の地域活性化緊急安心実現総合対
策交付金であります。
　１５款道支出金５６０万円の補正は、２分の１補助である道の福祉灯油特別対策補助金であります。
　１６款財産収入３億９，８８３万４，０００円の補正は、市立病院建設用地の砂川市から市立病院への財産の所管
がえによる土地売払収入であります。市立病院は、公営企業法の適用を受ける企業であり、病院事業は特別会計で行
うこととされ、その会計、資産等について一般会計と明確に区分されなければなりません。今般市立病院の建設が始
まったことから、国の方針もあり、会計上用地売却として管理主体が病院会計であることを明らかにするものであり
ます。
　２１款市債２，０７０万円の減額補正は、消防ポンプ自動車整備事業が補助採択されなかったことによる減額であ
ります。
　２６ページには地方債の現在高見込みに関する調書を添付しておりますので、ご高覧の上、よろしくご審議いただ
きますようお願いを申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　市立病院事務局長。
〇市立病院事務局長　小俣憲治君　（登壇）　議案第２号　平成２０年度砂川市病院事業会計補正予算（第２号）に
つきましてご説明申し上げます。



　初めに、１ページの第２条は、予算第４条で定めた資本的支出を補正するもので、第４条、本文括弧書き中「不足
する額４億７，５８３万３，０００円は、過年度分損益勘定留保資金４億７，５８３万３，０００円」を「不足する
額８億７，４６６万７，０００円は、過年度分損益勘定留保資金８億７，４６６万７，０００円」に改め、資本的支
出で３億９，８８３万４，０００円増額し、１６億５，７５０万５，０００円とするものであります。
　２ページをお開きいただきたいと存じます。資本的支出で１項建設改良費３億９，８８３万４，０００円の追加
は、２目資産購入費に土地購入費として増額補正するものであります。
　なお、市立病院建設用地につきましては、現在市の一般会計で所管しておりますが、管理主体を明確にする必要か
ら、用地を買収し、病院事業会計財産の所管がえを行うものであり、その土地購入費として追加するものでありま
す。
　４ページ以降は、関連資料でありますので、ご高覧いただきまして、よろしくご審議くださいますようお願い申し
上げます。
〇議長　北谷文夫君　以上で各議案の提案説明を終わります。
　これより議案第３号の総括質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで議案第３号の総括質疑を終わります。
　続いて、議案第４号から第１１号までの一括総括質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
　一ノ瀬弘昭議員。
〇一ノ瀬弘昭議員　（登壇）　それでは、総括質疑をさせていただきたいと思いますけれども、一括なので、私は議
案第６号、７号、それから８号、９号、１０号と、以上の総括質疑をさせていただきたいと思います。
　まず、議案第６号　砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定についてでありますけれども、これにつ
いて今回の提案説明によりますと産科医療の補償制度によりその負担分として３万円を上限に上乗せをして支給する
という定めをするものでありますけれども、過去の実績からこの出産育児一時金の３５万円、これに３万円を乗じて
支給されるであろうその件数をどの程度と試算されているのかをお伺いしたいと思います。
　２点目の質疑は、対象者に対する制度のこの一部改正の内容、これらの周知の手法をどのように考えておられるの
かお伺いしたいのと同時に、医療機関等との、またその関係機関、これとどのように連携をしていくのかということ
をお伺いしたいと思っています。
　議案第６号の最後でありますけれども、制度改正により３万円を乗じるということなのでありますけれども、この
３万円を乗じるということが決してこれは悪いことではなくて、むしろいいことなのでありますけれども、ここでち
ょっと確認しておきたいのは、この３万円を乗じることによってそのことが国保会計に及ぼす影響というのがどのよ
うなものがあるのかということ、どんなようなことになっていくのかということでちょっとお伺いしておきたいと思
います。
　続いて、議案第７号であります。砂川市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例の制定についてでありますけれ
ども、この占用料を引き下げるに至った経過というのは、先ほど提案説明のほうでありました国道の占用料等々に合
わせたいのだというような内容のことだと思いますので、その辺はわかったのでありますけれども、この条例で各種
道路占用料というのが事細かく決まっているわけですけれども、その徴収実績というのがどの程度になっているのか
をお伺いしたいと思います。
　続きまして、議案第８号、９号、１０号なのですけれども、これちょっと同じ内容に一部なるものですから、まと
めてといいますか、事業として、砂川市ハートフル住まいる事業全般としてお答えいただいても結構なのですけれど
も、３年前にこの本条例が制定されたわけでありますけれども、それ以来の実績、また地域経済に対する波及効果と
いうものは私としてはかなりなものがあるのではないかなということでこの間事あるごとにお話ししてきたわけであ
りますけれども、そういった検証を市としてどのように把握されておられるのかということをお伺いしたいと思いま
す。
　続いて、議案第１０号の部分になるのでありますけれども、このまちなか居住区域というのがこれまでは極めて狭
い範囲で行われてきたといいますか、その部分でまちなか居住という区域を定められていたわけでありますけれど
も、今回結構な広範囲に拡大されたということはいいことだなというふうに思っているのですけれども、その拡大に
至ったその経緯といいますか、その考え方、これをお伺いしたいなというふうに思っています。
　あと、この３年間の期限つきで始まったこの本条例でありますけれども、期間を延長するといったことの経過につ
きましては先ほど部長のほうから提案説明の中で触れられていたのですけれども、もうちょっと詳しくご説明してい
ただけるものであれば、この際お伺いしておきたいなというふうに思います。
　以上の議案について総括質疑を１回目とさせていただきます。
　以上です。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　（登壇）　私から、議案第６号の砂川市国民健康保険条例の一部改正で３点ご質問がござ
いましたので、それぞれご答弁をさせていただきます。
　１点目の支給件数の見込みにつきましては、産科医療補償制度に加入を予定している医療機関は１２月２日現在全
国で約９８％、北海道では砂川市立病院を含む１００％が加入する見通しのため、国保加入者全員がこの制度を利用
するものと考えております。したがいまして、出産育児一時金についてはすべて３８万円の支給を予定しておりま
す。件数につきましては、明年１月から３月までで４件、平成２１年度は１５件を予定しております。
　続きまして、２点目の周知方法及び医療機関等との連携につきましては、まず周知方法として、来年１月の広報す
ながわに掲載するとともに、ホームページでも周知することとしております。また、医療機関等との連携につきまし
ては、この産科医療補償制度は妊婦が出産予定の医療機関に登録をすることが必要となりますので、医療機関から妊
婦へ詳細な説明がなされることとなります。さらに、出産予定の医療機関が変更になった場合にもその都度登録が必
要となっております。砂川市国保の場合、ほとんどの妊婦が砂川市立病院で出産する状況でありますので、本制度の
周知、運用につきましては市立病院と十分な連携を図りたいと考えております。
　３点目の国保会計への影響につきましては、現行の出産育児一時金同様に３分の２が交付税措置されますので、３
分の１である１件につき１万円が新たに国保会計の負担となることとなります。現在国保会計は、厳しい財政運営と
なっておりますが、国保加入者の負担がふえないよう、制度施行に合わせて平成２１年１月から出産育児一時金を引
き上げるものでありますので、ご理解を賜りたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　建設部長。
〇建設部長　西野孝行君　（登壇）　まず、議案第７号　道路占用料徴収条例の関係で道路占用料の徴収実績のご質
問でございますが、道路占用料の内訳は電柱、電話柱、電線、これが主なものとなってございます。平成１９年度の
徴収実績で申し上げますと、徴収率１００％でありますが、徴収額は約７３０万円となっております。
　それから、ハートフル住まいる条例の関係で実績と地域経済への波及効果についてのご質問にお答えをいたしま
す。まず、平成１８年度の制度開始から平成２０年１０月末までの実績についてでありますが、高齢者等安心住まい
る助成条例は交付件数が１６件、交付額が２２６万３，０００円、交付額に対する契約額が４４８万３，０００円で
あります。永く住まいる助成条例は、交付件数が６８件、交付額が１，１３４万１，０００円、交付額に対する契約



額が１億６，４９９万６，０００円であります。まちなか住まいる等促進条例については、交付件数が１１２件で、
交付額が３，８９２万２，０００円、交付額に対する契約額が１９億１，３１１万４，０００円であります。また、
３つの条例の合計では、交付件数が１９６件、交付金額が５，２５２万６，０００円、交付額に対する契約額は２０
億８，２５９万３，０００円となるところでございます。
　次に、地域経済への波及効果につきましては、契約総額は２０億８，２５９万３，０００円でありますが、そのう
ち市内企業の受注率と契約額は、高齢者等安心住まいる助成条例が８７．５％、３９２万２，０００円、永く住まい
る助成条例では８６．８％、１億４，３２１万７，０００円、まちなか住まいる等促進条例では４２．４％、８億
１，１１６万円であり、契約額の合計は９億５，８２９万９，０００円となります。これらがさまざまな消費活動に
結びついたというふうに考えてございます。また、新築については、北海道住宅産業振興ビジョンによりますと、住
宅産業全体の波及効果を含めると契約額の１．４６７５倍の経済効果があるとされておりまして、これによりますと
砂川市内の住宅建設では全体で約２５億２，６００万円となり、そのうち市内企業の受注額は１０億７，１００万円
になるというふうに試算されるところでございます。さらに、工事費以外にも住宅を取得して定住していただくとい
うことや住宅の性能を向上させて住み続けていただくということは、経済的な側面からも多くの効果があるというふ
うに考えております。また、永く住まいる助成条例につきましては、リフォーム市場の開拓につながるような需要の
喚起を行い、市内建設業の活性化を図るということも目的の一つとしてございますが、市内企業においては高い受注
率であったことも含めて今後の経営多角化への糸口となる効果があったものと考えているところでございます。
　次に、条例の期限を延長するに至った経過と考え方についてのご質問についてお答えをいたします。ハートフル住
まいる助成条例は、住宅マスタープランの重点プロジェクトを推進する施策として制度化したものですが、具体的に
は高齢者等安心住まいる助成条例は、高齢者の家庭内における転倒などによる事故が多く、転倒などにより骨折した
場合はそのまま寝たきりになるケースが多いとされていることから、予防的な工事への助成としているものでありま
す。また、永く住まいる助成条例は、市内の専用住宅約４，９００戸のうち築２５年以上の住宅が約４５％を占めて
おり、建てかえが進んでいない中での定住促進策として、また市内建設業活性化のためのステージづくりや社会問題
化したリフォーム詐欺等々への対応を目的として制度化したものであります。また、まちなか住まいる等促進条例
は、持ち家住宅の促進による定住促進、まちなか居住の促進のほか、中古住宅の流通促進も目的として制度化してお
りますが、これら各制度の目的、課題への対応が引き続き必要となっているというふうに考えているところでござい
ます。また、制度利用者へのアンケート調査において回答された方々の６８％がこれらの制度が住宅の取得や改修へ
の動機づけになったとの回答がなされております。一定の効果が認められることなどから、引き続き３年間の期限延
長をご提案しているものでございます。
　それから、まちなか居住区域を拡大した考え方でございます。まちなか居住区域を拡大することにつきましては、
昨年度総理大臣認定を受けた際に内閣府から求められた中心市街地活性化基本計画との整合を図るための見直しをす
るものでございます。中心市街地活性化基本計画では、基本方針の一つとしてまちなか居住の促進を掲げており、平
成２３年度末のまちなか居住人口の目標数値を６，２００人と定め、商店街の活性化を図ることとしておりますが、
同計画と一体となって目標を達成するために計画エリアである２０２ヘクタールにまちなか居住区域を拡大しようと
するものでございます。
　以上でございます。
〇議長　北谷文夫君　一ノ瀬弘昭議員。
〇一ノ瀬弘昭議員　それでは、議案第６号の関係ですけれども、ご答弁いただいた中では国保に及ぼす、国保会計に
及ぼす影響というのが３分の１程度なので、１件当たり１万円ということでありました。これにつきましては、国保
の会計から見ると支出というか、にはなるとは思うのですけれども、これも市民の方の国保に加入されている方の、
あるいはその出産される方の安心、安全のために使われるお金ということで私はこれはいいことだなというふうに思
うのですけれども、これに限らず国保の健全な運営をさらに期待するところであります。
　それから、ここでちょっと、予特でもいいのですけれども、せっかくなので、ちょっと確認だけさせておいていた
だき、確認させてもらいたいのは、ご答弁の中で出産のときに病院が変更になった場合は登録変更と言われたのか、
再度登録という格好になったのか、多分登録の変更だと思うのですけれども、その辺ちょっと聞き取れなかったもの
ですから、その辺の関係をちょっと教えて、二重にはならないと思うのですけれども、ちょっとその辺をちょっとお
伺いしておきたいなというふうに思っています。
　それから、議案第７号の関係では、徴収率は１００％で、７３０万円ほどあるよということなのですけれども、電
柱、電線、その他もろもろはこれあると思うのですけれども、そういう詳しいところまでは私お伺いしたいわけでは
ないのですけれども、この今回のこの各種その占有料というのですか、占用料というのですか、占用料ですね、これ
を引き下げることによってのその影響額というのがどれぐらいになるのかなということで、再度この部分だけで結構
です。お伺いしておきたいと思います。
　それと、住宅のリフォームの関係ですけれども、これは３年前から実施されているということで、ご答弁いただき
ましたように市からの補助金なりの額に対しましてその工事請負金額だとかそういったものが非常に大きなものがあ
るな、また市内業者の受注率というのも、まちなか住まいるですか、それを除いてはおおむね８０％後半で受注され
ているということについては、これは非常に喜ばしいことだなというふうに思っております。このことが地域の経済
がますますよくなっていくのだなということで、私はちょっとこれは砂川市のそういった条例というか、そのメニュ
ーの中では学童保育もそうですし、このリフォーム関係もこれはすごく魅力的なものだなというふうに思っているわ
けであります。そこで、今回３年を経過もうちょっとでするわけですけれども、それを経過してみて、またさらにこ
のまちなか居住区域というのを拡大した中で３年間の延長ということなのですけれども、この条例のこの事業に対す
る新たな決意といいますか、思いなんか、もし市長あれば、この際お伺いしておきたいな、市長も結構いろんな思い
の中でこれを実施されているのだろうなというふうに思うものですから、改めましてこの３年間を振り返った中で今
後３年間の思いをお話ししていただければなというふうに思っております。
　以上、何点かお伺いしましたけれども、よろしくお願いします。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　国保条例の一部改正での関係でございますけれども、産科医療補償制度の関係で出産予定
の医療機関が変更になった場合にもその都度登録が必要となっておりますということで１回目ご答弁させていただき
ましたけれども、この変更した場合なのですけれども、実は補償対象というふうになりますと当然その認定の手続が
必要になるのでありますけれども、この場合あくまでも分娩を行った加入機関、分娩を行った医療機関、ここに書類
を提出して認定を請求するということになるものですから、最初にかかった分娩機関、医療機関、そしてまたそれが
何らかの形で医療機関が変更になれば、当然その手続の際には分娩された医療機関が窓口となりますので、ただいま
言ったとおり、変更となった場合については改めて登録を行うということになるところであります。
〇議長　北谷文夫君　建設部長。
〇建設部長　西野孝行君　道路占用徴収条例の改定による減収額というご質問でございますが、平成１９年度徴収実
績をベースに比較をいたしますと、約２５０万円の減収となるというところでございます。
　それから、ハートフル住まいる条例でございますけれども、実は例えばまちなか居住につきましては私どもこうい
う属地的な特定の地域に着目したような住宅政策というのは初めての実は試みだったわけです。ただ、それがアンケ
ート調査からもいろいろと一定の評価をいただいたり、国のほうからも評価をいただいたりというようなことで、こ
のまちなか居住区域については本来である中活の区域まで拡大した中で、実はこの区域を定めるときには大変心配を



した経過がございます。初めての経験、試みだったということもございますけれども、実は今のこの区域というのは
まちづくり事業計画をもとに区域設定をしておりますけれども、補助率、助成率の差を設けたというようなことで、
いかに市民の皆さんからコンセンサスを得られるかどうかというようなことについて非常に心配をしたところ、経過
があるのですけれども、そのために例えばまちづくり事業計画というのは中活の重点エリアでありましたし、中活の
重点エリアは再生基本計画の再生エリアをもとにして設定しているわけですけれども、こういった議論の蓄積のある
そういうところで区域設定をしてこういうまちなか居住の推進のまず図ったと。そして、そこから先導的に進めて全
体に波及できればというような考え方でやったわけですけれども、そのことが一定の評価もいただいているというよ
うなことで今回区域の拡大をしたいというふうに考えておりますし、議員さんおっしゃるようにリフォーム関係、実
はなかなか今着工、住宅の着工件数減っておりまして、国土交通省でも今後ともその着工件数は減少していくだろう
というような予測をしてございます。そして、中古市場だとかリフォーム市場に移行していくだろうという予測がさ
れておりまして、私どもとしては市内建設業の活性化のためにはその減少していくような新築需要をベースとしたも
のからそういったリフォーム市場ということも含めてその支援をしていくというような取り組みだったわけですけれ
ども、これについても国土交通省の地域住宅交付金の活用事例として紹介をいただいたりいたしまして一定の評価を
いただいていると。また、市内建設業の活性化の一助にもなればという目的だったわけですが、受注率も高率であっ
たというようなことでそんな関係でも効果があったのかなというふうに考えておりまして、引き続きこの市内建設業
の活性化のために効果のあるものとして、なるものとしてしていくために、私どももそのハートフル施工店のＰＲで
すとか、あるいは技術力の向上のための支援だとか、そういったものをしながらこの制度を続けさせていただきたい
というふうに考えてございます。
〇議長　北谷文夫君　市長。
〇市長　菊谷勝利君　（登壇）　定かではないのですけれども、たしか昭和２６年に住宅に困窮している方々のため
に低廉な住宅政策ということで国がたしか公営住宅法の施行が昭和２６年にしかれたときは、早速砂川市は昭和２７
年にこの公営住宅の建設に携わりまして、恐らく今まで２，０００戸以上の公営住宅を建設したというふうに経過、
ただ考えてみますと、もう既に半世紀を超えて住宅政策は公営住宅ということに重きを置いた施策をしてきたと。し
かし、考えてみますと、持ち家の方々に対する政策は少しは欠落していないのだろうかと、少し考えてみたらいかが
かというのが常々私自身は思っておったのでありまして、たまたま人口も減少した中で今後の砂川の住宅政策をどう
あるべきかと、公営住宅をこのまま建て続けていいのだろうかということから、現在ある１，６００戸の公営住宅を
１，４００台に下げると。そして、人口集中を考えたときにいわば中心街にと。一方、今より前に最初にやった私は
この住宅、個人住宅の建設と同時に砂川市の経済波及効果ということで地元業者というのが当時の初めがそういうこ
とだったのでありますけれども、議会の皆さんのご意見聞きますと、必ずしもそういうふうな地元業者ということを
限定することがうちを建てる建て方の建てる方々から見れば公平さはどうなるのだというご意見もあったわけであり
まして、たまたまそれを外したけれども、現在も８０％以上の方々が地元の業者をお使いになっておられるというこ
とから見て、これはまた議員の皆さんの言っていることも一面正しいのかなというふうな考え方で、いわばどなたの
業者がよろしいということに決めたわけで、そういう意味で私は公営住宅そのものから一面個人住宅の一つの政策の
転換といいましょうか、そういうものがしたことによってやはり経済的な効果も私はあったと。当然住宅を建ててい
ただきますと、後に固定資産税も入ってくるというようなことで、私はそういう意味でいわば公営住宅と個人住宅と
のいわば複合的な住宅政策を今後とも続けることによって経済的な効果も一面とられるのではないだろうかなと。同
時に、今回２０２ヘクタールに拡大したわけでありますけれども、このことは中心市街地活性化基本計画がこれを中
心にして中心街を活性化していくということになっているのと整合性をとるためには、ハートフル住まいるの住宅も
そういう区域に変更することが我々の今後のいわば中心市街地の活性化にあるのではないだろうか、こういうことか
ら今回このように八十幾らだったかヘクタールから２０２ヘクタールに拡大をしていったと。したがって、今後とも
ぜひともこのご利用いただいて住宅建設を、あるいはまた一部改修をと、こういうことを願っておりまして、一層経
済効果が高まっていくのではないだろうかなと、こういう思いで今おるわけであります。
〇議長　北谷文夫君　一ノ瀬弘昭議員。
〇一ノ瀬弘昭議員　国民健康保険の関係では、ちょっと制度の中身ということになってしまうので、ちょっとこの場
ではちょっとなじまないのかなというふうに思うものですから、ちょっと詳しくお聞きする場はまた別の場として、
これで終わりたいと思います。どうもありがとうございました。
〇議長　北谷文夫君　午後１時まで休憩いたします。
休憩　午前１１時５２分
再開　午後　１時００分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を開きます。
　休憩前に引き続いて総括質疑を続けます。
　土田政己議員。
〇土田政己議員　（登壇）　私は、議案第７号と、それから議案第１１号について総括質疑をさせていただきます。
　最初に、議案第７号　砂川市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例でありますけれども、先ほどの質疑にもあ
りましたように、道路法施行令が改正されて道路占用料がなされて、ことしの１月１８日に公布されたようでありま
すけれども、先ほどのご答弁ではこの改正の背景として平成６年度より地価が下がっているというような話もござい
ましたけれども、地価は４割も下がっていないのです。それで、私どもは電力会社やＮＴＴなどの大企業への優遇措
置として今回道路法施行令が改正されたものではないかというふうに考えておりますけれども、そのあたりこの改正
の背景についてもう一度ご答弁いただきたいというふうに思います。
　それから、先ほどの質疑にもありましたように、１年間に２５０万円が減額になるということでありますけれど
も、１０年間で２，５００万、２０年間で５，０００万の減収になります。これは、ご承知のとおり、道路占用料は
市の貴重な自主財源でありまして、私がお伺いしたいのは、市道の管理は自治事務に属するものであって道路法施行
令は全く及ばないものでないかなと、これ関係ないのでないかと思うのです。特に今地方分権と言われる時代に国に
準じてこれを大幅に引き下げる必要はないし、とりわけ昨年は行財政改革で、ことしの４月からですけれども、同じ
自主財源の軽自動車税をお金が、財政がないからと２０％も引き上げたのです。この原油高の大変な中に農家の方々
に大きな市民負担をしながら、この道路占用料は私は自主的に決めれるものではないかというふうに思うのです。な
ぜ国の国道に準じた占用料の額にしなければならないのかということについてお伺いしたいなというふうに思ってお
ります。
　同時に、もしこれがこのとおり大幅に下げるとなれば、民間などの農地の占用料も非常に安いわけです。安いけれ
ども、今第１種の電柱で年間１，５００円です。今、条例改正前は１，０００円で、もし改正になるとその半分以下
になるわけです。そうすると、この民間の占用料の引き下げにもこのことが影響を及ぼすことになるのでないかとい
うふうに考えますので、そのあたりどのようにお考えになっているのか、そのことをお伺いしたいというふうに思い
ます。
　次に、議案第１１号　中空知広域市町村圏組合規約の一部変更についてお伺いをいたします。先ほどの提案説明で
は、関係市町村が財政再建団体となることを回避するための緊急措置として行うというふうに説明がございましたけ
れども、新聞の報道によれば、このような基金の取り崩しは全国で初めてだというふうに言われておりますけれど
も、それは本当なのかどうか、まず伺います。
　それから、広域圏組合の場合その市町村圏振興の整備のために関係市町村が出資等によって基金を設置して運用す



るもので、組合の解散以外に基金の処分ができないというのが基本になっているというふうに思いますが、もし今回
のようなことになれば組合設立の根本にかかわる問題だというふうに私は思いますので、そのあたりはどのようにお
考えになっているのかお伺いしたいと思います。
　同時に、現段階で実際に取り崩しを求めている自治体はないというふうに新聞報道でもされていますので、なぜ今
この規約変更なのかちょっと理解ができませんので、緊急を要するというものであれば、私たちもありますけれど
も、そのあたりどう説明されておられるのかお伺いしたいと思うのです。
　最後に、基金運用についてですけれども、去る１２月１日のＵＨＢの報道で中空知広域圏市町村組合の基金運用で
外国債、ユーロ債に手を出し、１億２，０００万円の運用損失が見込まれるという報道がされました。それが事実な
のかどうなのか、また基金運用の現状経過と内容についてお伺いをいたします。
　以上で第１回の質疑といたします。
〇議長　北谷文夫君　建設部長。
〇建設部長　西野孝行君　（登壇）　まず、議案第７号の関係で道路法施行令の改正の背景は何かというようなご質
問でございますが、ご答弁を申し上げます。
　砂川市の道路占用料の額は、道路法施行令に基づき国道に準じた額で定めておりますが、近年の地価下落の動向を
道路価格へ反映させるため、本年１月、道路法施行令の改正が行われて、占用料の額の見直しが行われたところでご
ざいます。既に国道と道道は本年４月から見直しが行われており、また全道各市も国道に準じた見直しが予定されて
おりますが、本市も他市と同様に国道に準じた額で見直しを行おうとするものでございます。
　次に、なぜ国道に準じた占用料の額にしなければいけないのか、民間の賃貸料の引き下げにもつながるのではない
かとのご質問でありますが、道路法第３９条第２項で地方公共団体が占用料の額を条例で定める場合においては政令
で定めるものは政令で定める基準の範囲を超えてはならないと規定されておりますが、当該政令は現在定められてい
ないところでございます。しかし、国より条例で占用料を定める場合には本政令で定める占用料の額と均衡を失しな
いよう努めることとの通達があり、このことから全道各市とも国道に準じた占用料の額としているものでありますの
で、ご理解をいただきたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　それでは、私のほうから、中空知広域市町村圏組合規約の変更について４点ほ
どご質問がございましたので、お答えを申し上げます。
　まず、１点目の新聞報道によればこのような基金の取り崩しは全国初というが、本当なのかどうかについてのご質
問でございます。事務局で確認されている情報では、総務省が本年１月にふるさと市町村圏基金については広域行政
機構及び構成市町村の事業実施に必要な限度において取り崩しができることとしてございます。この後に財政団体入
りを、財政再建団体入りを回避するためとの厳しい条件を付して規約の改正を行う広域圏組合は、全国では初めてと
のことであります。
　なお、総務省の考え方は、取り崩しの目的や使途、金額にかかわらず構成市町の合意のもと広域行政機構の判断に
より取り崩しが可能であり、構成市町の一般財源への繰り入れについても認められるものであります。この考え方に
従い、組合または関係市町の事務事業に必要な限度において関係市町協議の上、処分することができると特段の条件
を定めず規約の改正を既に行った組合もあるとのことであります。
　続きまして、２点目の広域圏組合の場合その市町村圏振興整備のため関係市町村の出資等により基金を設置し、運
用しているにもかかわらず、組合の解散以外に基金の処分はできないのが基本だと思うが、もし今回このようなこと
になれば組合設立の根本にかかわる問題だと考えるが、いかがかというご質問でございますけれども、ふるさと市町
村圏基金につきましては組合解散の場合を除いて基金の処分をできないとされていたものを、さきにご答弁申し上げ
ましたとおり、取り崩しができることとなったことから、処分の特例を定めることとしたものであります。中空知広
域市町村圏組合では、ご承知のとおり、ふるさと市町村圏基金事業として基金の運用益を活用して広域振興事業であ
る教育文化振興事業、地場産業振興事業、広域観光振興事業、コミュニティー推進事業を実施しているところであり
ますが、このほか基金事業とは別に広域行政を計画に実施するためにふるさと市町村圏計画を策定し、圏域の振興整
備を推進する広域行政機構の役割が別にございます。また、共同事業として災害、交通災害共済事業、交通遺児奨学
事業を実施しております。今回の基金の取り崩しが認められたことに加え、広域行政圏施策について総務省は市町村
合併の進展により広域圏内の市町村数が減少し、行政機能の分担が役割を終えつつあるという考え方があり、また新
たな地域活性化に向けた取り組みとして定住自立圏構想の検討が進められていることから、広域行政圏施策について
存廃を含め見直しを検討するとされておりますので、今後これらを踏まえて広域圏のあり方について協議することが
必要になるものと考えております。
　続きまして、３点目でございます。現段階で実際に取り崩しを求める自治体はないと言われているのに、なぜ今規
約の変更なのかというご質問でございます。取り崩しを求めるかどうかの確認につきましては、１１月に開催されま
した企画調整会議、これは企画担当課長会議でございますけれども、この中において確認がなされましたが、その時
点で申し出はありませんでした。基金の処分につきましては、総務省の取り崩しの考えが示された後、本年２月２１
日に産炭地域３市１町が各市町の出資額の範囲内で基金を取り崩しができるよう規約の改正の要望を行ったことか
ら、企画調整会議で協議を行うとともに、空知支庁とも協議を進めてきたものであり、平成２０年度決算から財政健
全化判断基準の適用を受けることから、不測の事態に備えて規約の改正を希望する市町村があるため、今後広域圏を
構成する仲間であるいずれかの市町において取り崩しが必要となる場合に備えて規約の変更を行うこととしたもので
あります。
　最後、４点目でございます。基金運用の関係でございます。これにつきましては、広域圏の市町の貴重な出資金の
関係でございますけれども、これにつきましては基金の運用につきましては１０億円の基金のうち４億円を道債、６
億円をユーロ債で運用しているところであります。ユーロ債は、平成１９年６月に運用開始したものであり、北海道
債で運用していたものを買いかえたものであります。このユーロ債は、３０年満期の円建て債で利率が当初１年間は
３．６％、２年目以降は米ドルと円の為替レートに応じた利率となるものであり、円高の状況では１ドル９７円、９
７．０９円以下の水準になると利率はゼロ％となるものであり、３０年の満期を迎えたときに６億円が償還されるも
のであります。このユーロ債の買いかえにつきましては、各市町の財政状況が厳しいことから、各市町に求める負担
金を削減するため、利子の確保をしようとすることなどを背景にしてユーロ債による運用について検討を始め、基金
の運用につきましては会計管理者会議で協議することになっておりますので、昨年４月の会計管理者会議で提案さ
れ、その後企画課長、係長会議、副市町長会議で協議を行い、５月の理事会で同意がなされ、６月に買いかえたもの
であり、仮に売却による損失が生じた場合につきましては、構成市町全体で負担しなければならないことも考えられ
るものであります。現状における基金運用の判断につきましては、今すぐ売却した場合は損失が見込まれることか
ら、場合によっては円高が続くようであれば売却をして買いかえを行い、今後の運用益を確保するとの考え方もあり
ますが、年明け早々に、仮称ではありますが、基金運用検討委員会、これは理事会のメンバーを中心にというふうに
言われておりますけれども、を設置いたしまして専門のアナリストの意見を参考にして冷静に状況を判断していきた
いとの考えであります。
　なお、これとは別に運用益の減少が見込まれることから、事業の削減は最小限に抑えて、今までも進めてまいりま
したが、人件費の削減を考えることとして、人件費改革について理事会で議論するとのことであります。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　それでは、２回目の質疑をさせていただきますが、最初に議案第７号についてでありますけれど



も、今の答弁では通達があってというのですけれども、私はちょっと理解できないので、菊谷市長は専門家ですけれ
ども、これ自治事務に属するのであって、だから国が通達で縛ったりなんかすることはできないのでないかと思うの
です。市町村が独自に条例で決めることができるということになっているものだと思うのです。ですから、もし国が
そういう通達を出して国に横並びせというようなことをしたとすれば、これはやはり先ほど言った地方分権や自治事
務の基本からいっても違うのでないかと。それぞれの市町村が自分たちの考え方で、それは国に同じようにしようが
しまいが、それは市町村が決めるのが基本でないかと思うのですけれども、ここ何かもしこの市道の管理についてそ
こを誤ると、国が決まったから何でも決めなければならぬと。したがって、私どもはこの道路占用料というのは市の
貴重な自主財源だと。以前は、多くは先ほど答弁ありましたよね、北電やＮＴＴが圧倒的ですから、もっと占用料を
上げるべきだと、そして自主財源を確保すべきだという議論をしたこともあるのです。そういう点で今回は国に準じ
てというのですけれども、基本は国に準じなくてもいいのでないかと、市独自で試算をして、そしてその占用料を決
めることができるのが基本だというふうに思いますが、そこはちょっと違うのかどうなのか再度ちょっとお伺いした
いなというふうに思っています。
　それから、議案第１１号の関係ですけれども、今総務部長から詳しい説明をいただきました。ただ、現段階で先ほ
ど言いましたようにまだ基金をすぐ取り崩すという希望がないと。先ほど旧産炭地の３市１町からそういうことし２
月に希望があって、なったというのだけれども、どこの財政も、どこの市町村も財政は厳しいわけですから、どこが
先かということもありませんし、中身にいえば道も１億円出資しているという状況もあるのですけれども、部長答弁
にありましたように、結局この広域圏の運用は基金の運用益で運営しているわけですから、もしどこかの自治体が引
き揚げていくということになると、基金そのものが少なくなって運用もなくなってしまうということで、先ほど申し
上げましたように、広域圏の存在そのものにもかかわることになっていくのでないかというふうに思うのです。です
から、こういうのは、もしそういう事態が構成市に、市町に起きた、起きそうな場合、緊急措置としてどうするかと
いうふうに検討されるのなら、私もまだ理解できるのですけれども、こういういつでも取り崩せるような状況にして
おこうというのは、やはり趣旨からいっても違うのでないかと。もっと言えば、そのことを当てにして財政運営なん
かということになったら、大変な話にもなるわけですから、やはりそこの市町村の努力が大事な点になってくるので
ないかというふうに思うので、そのあたりもう一度お伺いしたいというふうに思います。
　それから、この基金の関係でいうと、私もよくわからないのですけれども、今全国的には年金基金の問題が大きな
問題になっています。外国債、ユーロ債使ったということでかなりの大きな損失が出てどうするのだというのが国会
でも議論になっているのですけれども、本来であれば広域圏の各市の貴重な資金をやはりそういう危機きわまりない
金融商品に運用益を見込むという考え方はよくないのでないかと。こういう考え方はやっぱり見直して、もし運用益
が少なくても事業内容や、あるいは事業規模を縮小してでも堅実な基金収入に見合ったものをやっていくことが必要
でないかというふうに思うのですけれども、そのあたりそういう見直しを求めていくお考えは市長が、これだれかち
ょっとわかりませんけれども、中空知広域圏の関係というのは非常にわからないのですけれども、私どもは広域圏の
議論は初めてこんなところですることになるわけですけれども、そういうふうに考えるのですけれども、そのあたり
のお考えをお伺いしたいと思います。
〇議長　北谷文夫君　市長。
〇市長　菊谷勝利君　（登壇）　この金利の問題については、弁解の余地がなくて、この間理事会にも私ども払った
のですけれども、やっぱり我々武士の商法であると、基金条例のいわばもとは安全で、かつ有利な金利のところに預
金をするというふうにあるわけであるから、これはやはり目先のことを考えて、現在の金利が余りにも安いから、そ
れに切りかえたらということなのでありまして、今お話ししているのは元本割れをしていると、したがって今売るこ
とになりますと１億数千万円の問題が出るから、やっぱり３０年で保証ということですから、しかし３０年を待つと
その間全部無利子になってしまう関係もあるので、一日も早く円安になって元利が保証される段階でこれを解約をし
て新たに金利のよいところにかけかえをするというようなことでは内々に話し合いは今進めているというようなこと
なのです。
　それが１つと、もう一つは、なぜ今これを、いわゆる中空知広域圏の基金条例の改正をするかというと、先ほど総
務部長がおっしゃったように、一番最初の端は９月に皆さん方にお願いをして備荒資金組合のあれをいわばおろすこ
とができたわけです。あのときにたまたま備荒資金組合の理事をしておりまして、お話し合いをしたときにはあすは
我が身かというのが前提になっているわけです。今土田議員さんおっしゃったように、１８０の市町村もどこも今大
変な状況下にある、しかも国が連結決算をしているというようなことから、まさに再建団体にもう首かかりするよう
な状況下にあるものですから、一方そういうありながら預金をしておってその金を使えないということあり得るのだ
ろうかと、やはり何とかそれを回避するためには基金を取り崩しても再建団体からいわば脱出する方策を考えるべき
ではないだろうかということが前提になりまして、そういう条件つきの中でいわばこの備荒資金を取り崩しができる
と、天変地変以外は備荒資金は一切手をつけれなかったのをそういう改正をしたと。ここに実は申し込みしてきたの
は、先ほど言った３市１町の１市が実はお願いすると来たわけです。それに基づいてその辺の備荒資金組合の経過を
見ながら、改めて３市１町が広域圏の基金の取り崩しについて申し入れがあって、それに基本的に右倣えをしたよう
な感じをしたということが現状であります。ただ、これは５市５町のいわば首長関係の関係だけで取り崩しが許可す
るということではなくて、あくまでも道が１億ほどの出資をしているということで道の許可なくしてはできないとい
うことになるわけです。したがって、これを結局中空知広域圏で基金の取り崩しをするというと、相当な期間がかか
る、最低でも３カ月はかかるだろうと、もっと言えば半年以上かかるというふうな状況からして即時対応ができない
状況下にあるから、今の段階でこれを改正をしていきたいということで、これは広域圏の中で決めて今日あるという
ことなので、その辺ご理解をいただきたいと思います。一番問題なのは、今金利の差益の問題を早く解決する方法で
今話は進めているということでご理解いただきたいと思います。
〇議長　北谷文夫君　建設部長。
〇建設部長　西野孝行君　道路占用徴収条例の関係でございますけれども、先ほど議員さん例示で挙げられておりま
した電気事業等につきましても平成、まず平成８年に建設庁の道路局長通達がございまして、ガス事業、電気事業、
電気通信事業等々挙げられまして、条例を改正する場合は本政令に定める占用料の額と均衡を失しないように努める
ことという通達がございます。その後地方分権一括法というものが制定されてございますけれども、分権一括法制定
後の平成１７年、今度は道路局の路政課長通達でございますけれども、平成８年の局長通知、通達の趣旨を踏まえて
道路占用料に関する条例において占用料の額を設定されるよう配慮願いたいというような通知が来てございます。現
在もその地方分権の時代ということでありますけれども、現在においても例えば法令の解釈を示す場合ですとか、あ
るいは全国的に統一的な取り扱いが、行政上の取り扱いが必要なもの、こういったものについては通知、通達が来て
ございまして、私どもとしてはそういったものを最大限尊重した中で対応していかんならんということでありますの
で、ひとつご理解をいただきたいというふうに思います。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　市長のほうで大きくご答弁を申し上げたところでございますけれども、要するに今すぐ、
今取り崩す時期ではないのでないかという点がございましたけれども、ひとつご理解願いたいのは、広域圏の事業と
いいますのは基金を運営している事業とそのほかに広域行政機能、いわゆる広域圏の計画、またそれに伴う事業実
施、そのほかには共同事業として交通、奨学金だとか交通災害遺児の関係がやってございまして、それぞれ中身が分
かれてございまして、ふるさと市町村圏基金でやっている事業というのはその中の一部でございます。それで、この
基金を活用した事業については、その運用益で行われてございまして、これにつきましてはその利息が減ってその分



事業に支障を来すのでないかというご質問でございましたけれども、これにつきましては事業に伴う分につきまして
はそれぞれ取り崩したところからは負担金としてそれをいただくという考え方になってございます。また、その取り
崩したところが基金の事業に参加しないというのであれば、それはよろしいのですけれども、密接に関係ありまして
参加しないということになりませんので、それらについては事業負担金としていただくという考えになってございま
す。
　また、改正については、赤字再建団体が見込まれる時期の改正でよろしいのでないかというご質問でございまし
た。この規約の改正をそのままでそこまで行いますと、事務局のほうでは議事録を見ますと数カ月かかるから、まず
前もってそれらについては規約改正をしておきたいのだという話がございました。これらにつきましては、規約につ
いては大きくうたうものでございますから、取り崩しができると、限度額の範囲内においてできるという規約の改正
でございますけれども、もともとこの広域市町村圏組合というのは一部事務組合で５市５町で実施してございまし
て、基金以外のいわゆる広域行政の分野については、これ設立については道の設定で総務大臣の協議となっておりま
して、計画につきましても交付税の算定、また事業実施についても一部交付税が入ってきているという状況にござい
まして、解散というのは基金のほうと違ってそう簡単ではないというのがございます。それとあわせて、規約の改正
のほか、これは５市５町の一部事務組合、一つの自治体でございますから、その取り崩しの額なり、その内容につい
ては本来その組合の議会の中で論議されるべき事項かというふうに認識をしているところでございますので、事務局
の言う数カ月かかるということであれば、規約を改正していただいて、その内容については組合の議会で論議されれ
ばよろしいかなというふうに認識をしているところでございます。
　それと、もう一点、運用益でもっと堅実なというか、額が少なくともというお話がございまして、自治体の責務と
しましては基金につきましてはまず第一に安全というのがございまして、かつより有利にというのがございまして、
当時の昨年の判断といたしましては円安傾向が続いてございまして、買いかえの時点においてはユーロ債においては
その数カ月前を見ますと円安傾向が進んでいるという状況にありまして、元金が、元本が保証されるということであ
ればユーロ債と。確かに３０年というのは期間長いのがございまして、結果的には想定をされない金融危機がその次
年度に起きたということでは大変結果責任としてはあろうかと思いますけれども、元金が保証されているというとこ
ろで少しでも、市町村の財政状況の悪い５市５町でございますので、市町村の負担金を少しでも減らしたいというこ
とからやったわけでございますけれども、市長答弁申しましたとおり、あと三、四年はなかなかこのままの状況が続
くというふうに言われている状況もございますけれども、少しでも状況がよくなれば、それは理事会に諮って検討す
るなり、先ほど申し上げました検討委員会の中でそれらは論議されていくものだというふうに考えております。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　議案第１号については、１１号については市長から答弁いただいてまた議論の場もありますので、
しませんが、道路占用料については私もどうもそうやって通達が出されるというのが、今地方分権、地方分権といい
ながらますます国は厳しくしている、以前はそうでなかったので、その通達なかったのですから、それが平成８年と
か平成１７年とかというふうにして出されて、そういうふうに占用しなければならぬというのはやっぱり地方自治の
基本的な義務に、事務にかかわることであって、やはり自治事務をどう見るかという点で本当に市町村の権限は全く
なくなってしまうというような状況がありますので、そこが私も非常に疑問の点であります。今回の改正は、冒頭に
も言いましたように、いろんなことは、地価が下がるとか、あるいは市町村合併があったとかというようなこと言っ
ていますけれども、私どもはやはり大手企業にやっぱり非常に優遇している措置であって、市町村財政が非常に厳し
い中の本当にわずかな自主財源なのですけれども、しかし冒頭言いましたように、２５０万が減収といっても１０年
間で２，５００万、２０年で５，０００万というので数が大きくなるのです。それは、我々の自治体にとっても非常
に大事な財源にもなりますので、そこはちょっとやっぱり部長からいろいろご答弁ありましたけれども、この辺は私
どももちょっと理解しがたいことでありますので、そのことを述べて質疑を終わります。
〇議長　北谷文夫君　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　（登壇）　このたび提案されました議案の中で、私は議案第６号と議案第１１号で総括質疑をさせ
ていただきたいと思っております。
　まず、国民健康保険の３万円の関係なのですけれども、改正の理由に産科医療補償制度にあわせて産科医療補償制
度の保険料の水準を踏まえてというふうなことが書かれてありまして、先ほどの提案説明でもそのようなお話があり
ました。ただ、この３万円と決まってきた根拠なのですけれども、今回の条例の改正を見ますと、ただし市長が健康
保険法施行令第３６条の規定を勘案しと、こういうふうに書かれているのですが、ちょっと調べていきますと、健康
保険法の第１０１条というのは、被保険者が出産したときは出産一時金として政令で定める金額を支給すると書かれ
ているのです。そして、施行令の第３６条に何を書かれているかというと、政令で定める金額は３５万円とするとい
うふうになっていまして、それをその規定を勘案し、市長が必要とした金額が３万円ということなのですけれども、
どうもここら辺のところがよくわからないので、３万円という根拠が一体どこなのか、そしてその市長がこの規定を
勘案しという、またその根拠、ここには少なくても３５万円とすると書いてあるので、勝手に市長がでは３万ならど
うだろうと、ほかのまちはでは５万円にしようかということができるのかなというふうにも思えるものですから、そ
このところをちょっとまず基本的にお伺いしたい点、１点目ですけれども。
　もう一点目は、今回こういうふうにするのが産科医療補償制度にあわせてというようなことなのです。先ほど少し
産科医療補償制度のお話がありましたが、ちょっと具体的にお伺いしたいのですけれども、全国的には昨年度あたり
どのぐらいの出生数があったのかどうかというのはわかりますか。
　それと、先ほどは脳性麻痺の場合に限って合計で３，０００万ほどが出されるようになるという提案説明もあった
のですけれども、大体脳性麻痺というのの出てくる率、出現率、もし数がわかれば出現数でもいいのですけれども、
現状どのぐらいの状況が見込まれるのかということを具体的に今お伺いするのですけれども、まずそこをお聞かせい
ただきたいと思います。
　それから、第１１条の先ほど今答弁でもいろいろありましたけれども、どうやら基金は１０億あるのだけれども、
４億円の道債、正確に言うと１２月に国債にかわっていると思いますけれども、６億円のユーロ債という形で基金を
運用しているというお話がありました。取り崩しをしようとする規約の改正、変更ですから、当然取り崩される可能
性があることは想定しているのだと思うのです。では、そうなったときに今の６億だと、総務部長のお話だと、この
三、四年間というのはなかなか現金化できないのではないかというお話がありました。そうすると、仮にとりあえず
今要望書が出ている３市１町のうちに、もうそろそろ危ないから取り崩ししたいのだけれどもといったときに、どこ
から崩せるのかをまずお伺いをしたいのです。
　それから、ユーロ債のお話が今出てきていたのですけれども、このユーロ債がこれから現金化する、できる可能性
というのは一体どの時点で、円安が安くなればとおっしゃったのだけれども、ずっとおいておけば３０年間は、３０
年たてば元本は保証されて６億は返ってくるのですけれども、どういう状態だとその前に償還ができるのかというの
をお伺いしたいと思うのですけれども。
　以上です。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　（登壇）　ただいま出産育児一時金の関係でこの一部条例改正によります政令と、それか
ら砂川市規則で定めると、その辺の政令、条例、そして規則との関係でございます。現在第３６条、この政令につき
ましてはごくごく最近でございます。１２月の５日に改正の政令が公布されたということでございます。その改正内
容でありますけれども、ただいま議員おっしゃいました現行は３５万円とするというのみの政令でありますが、１２



月５日に公布された政令の改正によりますと、ただいま申し上げました３万円の話でありますけれども、このただし
書きといたしまして３万円を超えない範囲内で保険者が定める額を加算した額とするということで３５万に、ただし
そういった産科医療補償制度に加入した場合、これについては３万円を超えない範囲内で保険者が定める額を加算し
た額とするというのが１２月５日公布されました一部改正の政令であります。
　また、砂川市の規則でありますが、ここにつきましては改正条例で規則で定めるところによりこれに３万円を上限
として加算するものとするということでございますけれども、これにつきましてはこの改正規則案といたしまして現
行の施行規則、ここにただし書きといたしまして第３６条ただし書き、今申しました政令でいうところの３万円の加
算になります。第３６条ただし書きに規定する出産であると認めるときは３万円を加算するという、これもこの条例
の改正に伴い、砂川市の規則も改正しようとするものであります。
　続きまして、この産科補償制度の関係で出生数というご質問でございますけれども、これにつきましては平成１９
年の１月から１２月までで出生数は全国で１０８万９，８１８件というようなことでございます。このようなことか
ら、この機構では過去の実績から申し上げまして、おおむね年間１１０万６，０００件、こういったものが出生する
であろうということでございます。
　そこで、お話ありました発生数でございますが、この医療機構におきましてはこの脳性麻痺による出生による発生
数、それについてはおおむね２％から３％という発生状況でありますが、この産科医療補償制度の内容につきまして
は脳性麻痺といえども一部制限があります。身体障害者福祉法でいうところの重度の１級、２級に該当する者、また
出生時の体重が２，０００キログラム以上の者、また妊娠３３週以上、そういう条件もあります。最後のもう一つと
いたしまして、条件といたしましては先天性要因等の脳性麻痺は除外するというようなことから、この２％、３％の
発症数はありますけれども、この制度における国の見方はこういう条件がございますので、年間５００件から８００
件というような想定をしている状況であります。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　まず、１点目の取り崩し、３市１町がもし取り崩しを求めた場合に……失礼い
たしました。まず、１点目の３市１町がもし一斉に取り崩しを求めた場合については、どの基金のほうから取り崩す
のかということでございますけれども、ユーロ債の６億については、これを今取り崩しますと元本割れをいたします
ので、国債で運用している４億のほうを取り崩して対応するということになりまして、３市１町満度いっても４億で
足りるという状況にございます。
　それと、もう一点の質問ですけれども、ユーロ債のほう、どういう条件というか、状況で売ることができるのかと
いう質問だったかと。
〔何事か呼ぶ者あり〕
　このユーロ債を契約するに当たりまして、早期償還条件というのがございます。これを買い求めたときには円安が
進んでございまして、１ドル１１８円であったかというふうに記憶をしてございまして、現在１ドル９３円という非
常に円高が進んでございます。これでこの早期償還条件といいますのは、無償で向こうのほうが解約をすると、でき
るというものでございまして、これにつきましては１年１％ずつ利率が変わるのですけれども、現状でいくと１１８
円にならないとそういう状況にはならないということでよほど円安が進まないと、早期条件ではそうですけれども、
こちらのほうが売るとしてもそのときの相手の条件もございますので、早期償還条件では無償で解約できるのは１１
８円でございます、１ドル。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　先ほどの答弁の中で私、この産科補償制度の該当といたしまして出生体重２，０００キロ
グラムと言いました。失礼いたします。２，０００グラム以上でございます。ご訂正します。
〇議長　北谷文夫君　小黒弘議員の２回目の総括質疑は、休憩後に行います。
　１０分間休憩します。
休憩　午後　１時５１分
再開　午後　２時０１分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を開きます。
　休憩前に引き続き、もとい、小黒弘議員の２回目の総括質問を許します。質疑を許します。
　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　今２回目の質問としては、議案第１１号のほうからちょっと、予特もありますので、まずそちらの
ほうからちょっとお伺いしたいのですけれども、今のお話でいくと、早期償還できるのはドルに対して１１８円にな
らないとだめだと。今は１ドル９３円ぐらいですから、相当な下がって、先ほど総務部長おっしゃった３年から４
年、果たしてそれでもどうかという多分ところなのでしょう。つまりもう６億円は３０年たたないとおろせないかも
しれない、おろせないというか、現金化できないかもしれないということなのだろうなと考えてもいいのかもしれな
い。ここ当分はとりあえずは無理だろうということは、確実だと思うのです。先ほど、ではもし財政状況が危機的な
状況になってこの基金を崩したいといったときにはどこから崩すのですかというと、４億円の中からだというお話で
した。あわせて、その４億の中で３市１町が崩すといっても大丈夫だという話でしたけれども、先ほど私たちにはど
のぐらいの比率で幾ら納めているかという資料あるのですけれども、その仮にの話ですけれども、３市１町合計する
とたしか３億円ちょっとになるのです。北海道も１億円出資していまして、合わせて１０億ですから、北海道のほう
も相当厳しいですから、仮にうちの出している１億円返してくれと言われたら、たちまち４億なくなってしまうので
す。ここで市長にお伺いしたいのですけれども、うちが危なくなったときに市長はどこから、どこの基金で崩してく
れと言えるのかなというふうに思うのですけれども、今の話を総合していけば、６億はこれはいじれないし、４億は
先に要望出したところとうちよりも相当危険水域にある道がそこを取り崩されてしまったら、あとはない。この状況
を市長はどういうふうに考えて、我が砂川市民のこの状態をどのようにお考えになられるのかをお伺いをしたいと思
っています。
　それで、先ほどの今度議案第６号のほうなのですけれども、１２月５日にその根拠になるものが出てきたというの
は初めて知ったので、ちょっとインターネット調べていたら、それはまだない状態だったものですから、そこが根拠
だというので、そこはわかりました。ただ、これ何で脳性麻痺に限ったのかというのは、まず１つわからないことな
のです。いろいろ調べていくと、今よくマスコミ等でも言われている産婦人科医を確保するのが非常に大変で、その
大変な一つの理由として医療事故、あるいは訴訟の問題、非常に危険性が高い医科なものだから、産婦人科医のなり
手が少なくなってしまっていると。それを何とか解消しようとする一つの案でもあるとは思うのですけれども、先ほ
どちょうど出生の数、あるいは出現数みたいなものをお伺いした理由は、年間約１０９万件ぐらい子供たちが生まれ
ている状況があるのですけれども、これ実は３万円で掛け算をしてみたのです、僕は、その１０９万。つまり１０９
万件の人たちが３万円を払う可能性があるのだろうと思うのです。３万円をです。そうすると、何と３２７億円にな
るのです。それで、では払う関係ですけれども、最大８００件、８００人がそういう事例が出たとしたときに先ほど
の提案説明ではまず６００万円を一時金として払い、それから年間１２０万円を２０年に分けて払うというのがこの
制度の仕組みなのですけれども、すると１年間では１人当たり７２０万円ということになるわけです。最大多い７２
０万円と８００件を掛け算すると、年間５７億円なのです。その差は、これ２７０億ほどの差が出るのです。これだ
けだれがもうかるのだと、実は話で。結局最大の保険が厚くなる、一番支払わなければならないというのは、２０年
後に、２０年間ずっと払っている人たちの一番大きくなるところが２０年後になると思うのですけれども、そのとき
にはそれこそ掛金と言ったら変ですけれども、この３万円だけでも６，５４０億に積み上がって、そのときに払われ



るのは１，１５２億、５，０００億円以上がどこかにプールされるのです、このまんまでいけば。これって一体どう
いう仕組みなのだと実は思っていまして、何で３万円なのだろうと。もっと少なくたって、この脳性麻痺のこの事例
を救うのであればもっと少なくてもいいし、もしそれだけのお金があるのなら、もっと産婦人科医をきちっと確保で
きるような施策をこのお金でもできるのではないかと実は思ったのですけれども、この辺のところというのはこの制
度自体、もうこれ以上ここで聞いても直接的な質問になってこないと思うので、市長でも例えば病院でも産科医がこ
れから少なくなっていくと、うちの病院も今話題のＮＩＣＵでしたっけ、も３床ほど持つ、それから周産期のセンタ
ー病院としての位置づけもあるので、産科医もかなり確保していかなければいけないと思うのですけれども、広く浅
くこうやって３万円ずつ集めて産科医を確保するための施策であれば、僕は賛成だし、いいとも思うのですけれど
も、ただなぜ脳性麻痺だけに限ってこれをやっていくかということになると、先ほど言ったように集めたお金より払
うお金が圧倒的に多くて、だれがこれをどう使うのだろうというのが全然わからないのです、今の状況では。
　ですから、今後その２０年の話を僕はまとめてしてしまったので、結果的にどう変わっていくのか、どうなってい
くかというのはわからないのですけれども、僕らは国民健康保険の条例を改正するということだけで議論しかできま
せんが、やっぱり産科医をかなりきちっと確保してもらわなければならないことは、うちの病院のためにもやってい
ってもらわなければいけないことであって、いろいろな機会でこのお金のきちっとした使い方を話をしていただけな
いかなというふうに思っています。そうでないと、もしかしたらこれやる場所が財団法人のところなので、今はやり
の天下りの機関にその給料を払うがためにこれだけの制度をつくったのではないかなんていう変な気持ちもあったり
もしたりするものですから、制度として決して悪い制度ではないのだけれども、何か慌てて、ただ、ただやっていく
ような気がするものですから、その辺のところをどこでどう話ししていってもらったらいいのかわからないのですけ
れども、とりあえず病院のほうでこういう関係で何かを言う機会、そして今の私が言った思い等を話してもらえるよ
うな場所があるのかどうか、ぜひ事務局長にでもお話を伺えればと思っているのですけれども。
　以上でございます。
〇議長　北谷文夫君　市長。
〇市長　菊谷勝利君　（登壇）　先ほど総務部長が答弁をしたように、６億のほうから取り崩すと元本割れをします
から、まず４億から取り崩しをするというお話をしました。問題は、全額取り崩したとしても３億ですから、まだ１
億ほど残っておるのですけれども、ただ問題は全額その市町村において取り崩すのか、再建団体に落ちない範疇で取
り崩しを許すということでありますから、極端に言えば８，０００万あっても１，０００万で終わるということもあ
り得るわけで、今これまだ予断許さないのですけれども、まず基本的に４億からですと。それを使い切ってしまった
場合には、６億を取り崩さなければならないだろうと。ただ、この場合は元本割れしますから、５市５町で応分の元
本割れの負担をするようなことになるのではないだろうかなというふうに実はなります。ただ、これは法的にどうな
のかわかりませんけれども、私は４対６ということは、今持っている分の４割しか本来は落とせればちょうどうまく
元本割れしないほうで終わるわけですけれども、そういう理屈と理論ができるのかどうかなのは、これからもう少し
詰めなければならない問題だと思うのです。ただ、私は基本的には４億から使って、そして新たにどこか出てきた場
合には６億の取り崩しをすると。そのときに元本割れしている負担分は、応分の負担でそれを賄うということしかな
り得ないだろうなというふうに思っております。
〇議長　北谷文夫君　市立病院事務局長。
〇市立病院事務局長　小俣憲治君　（登壇）　ご質問ありました今後こういう、今後産科医療制度についていわゆる
改善要望という方法があるのかどうかということなので、お答えしたいと思います。
　まず、現状の状況をお話ししたいと思いますけれども、この日本の周産期の分野の医療につきましては医療技術の
進歩等により世界的に見ても低い新生児死亡率が実現していると言われている一方で、この産科医療分野では過酷な
労働環境や医事紛争が多いことにより分娩の取り扱いをやめる施設が多く、産科医療の提供が十分でない地域が生
じ、さらに産科医になることを希望する若手の医師が減少していることが大きな問題として取り上げているところで
あります。このような状況において産科医不足の改善や今後の産科医療提供体制の確保が重要な課題となっておりま
したことから、これらの対策として産科医療や小児科医療の関係者や法律家等により産科医療について緊急議論され
た結果、今回の産科医療補償制度が創設されたものであります。今回の補償制度創設においては、産科医療の充実と
産科医の確保も大きな目的とはされておりますが、一方では補償対象外となる児や家族の格差など問題点もあり、今
後における補償制度の推移を見る必要があると思います。もし課題や問題点が多く発生した場合等につきましては、
当然として全国で組織する自治体病院の本部でありますけれども、自治体病院協議会が厚生労働省に対して改善要望
を起こすものというふうに考えておりますし、また地方の医療を担っている当院についても北海道の自治体病院の支
部という、支部長という立場でございますので、これらについて問題点等については十分協議した中で必要があれば
要望を行っていく考えを持っております。ただ、もう一点、この産科補償制度の加入により医師が確保されるかとい
うお話もありました。これについては、当然先ほど申し上げましたように医師に対する医療訴訟を起こすことも非常
に多いということで、これも要因であります。ただ、これが補償制度ができたからといって医師の確保が即できるも
のと判断しにくい状況ありますけれども、この補償制度が産科医師のいわゆる増員になれば、増員の要因になればと
いうふうに大きく期待しているところでもあります。
　以上です。
〇議長　北谷文夫君　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　産科医療制度の関係は、わかりました。
　ただ、議案第１１号のほう、非常に不確定な要素がたくさん出ていまして、市長のご答弁からしても少なくとも４
億という中では何とかなるのだろうということはわかるのですけれども、これを始めるときはそれぞれの人口だとか
面積、多分そうだと思うのです。一定の割合でお互いに同じように資金を出し合った、出資をし合って基金を創設し
たわけで、これを取り崩すときに、言葉悪いかもしれませんけれども、早い者勝ちなんていうことはとてもではない
けれども、これは許せられるものではないわけで、その辺もうちょっと予特の中ででも詳しいお話を聞きながら、ま
だ機会がありますので、また次にというふうに思っておりますが、これで質問を終わらせていただきます。
〇議長　北谷文夫君　他にご発言ありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで議案第４号から第１１号までの総括質疑を終わります。
　続いて、議案第１号及び第２号の一括総括質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
　土田政己議員。
〇土田政己議員　（登壇）　議案第１号　一般会計補正予算について１点だけ総括質疑をさせていただきます。
　福祉灯油に対する基本的な考え方についてお伺いをいたします。ことしも福祉灯油助成事業が実施され、しかも昨
年より２，０００円上積みされていることは評価しますけれども、昨年も議論いたしましたけれども、ことしも残念
ながら生活保護受給者が除かれているという状況であります。この問題は、昨年の実績も踏まえてことしの国会でも
非常に大きな議論になりまして、そういうことのないようにということが指示されているのでないかというふうに思
われるのですけれども、なぜ砂川市ことしも生活保護世帯を除いたのか、この点だけお伺いいたします。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　（登壇）　福祉灯油実施に当たりまして、生活保護世帯を対象としなかったのはなぜかと
いうご質問でございます。生活保護世帯の方に対しましては、冬期間の１１月から翌年の３月までの５カ月間にわた



り暖房用燃料のほか冬物衣料、除雪器具等の購入のために生活扶助の中に冬期加算が支給されています。この冬期加
算の支給総額は、１人世帯が月額１万９，９７０円で９万９，８５０円、２人世帯が月額２万５，８５０円で１２万
９，２５０円、３人世帯が月額３万８６０円で１５万４，３００円、４人世帯が月額３万４，９９０円で１７万４，
９５０円となっており、支給額につきましては毎年度４月１日現在で厚生労働大臣が決定するものであります。ま
た、国におきましては、平成２０年度の生活保護基準額は見直しが必要とされていましたが、平成１９年秋以降の原
油価格高騰が生活保護世帯の消費に与える影響等を見きわめるため据え置きとなっている状況にもあります。生活保
護制度は、生活に困窮する国民の保護を国の責任において実施する社会保障制度であり、当市が実施主体として行う
福祉灯油の対象とはしていないところであります。また、北海道の地域政策総合補助金の補助要綱でも生活保護世帯
は除く内容となっておりますので、ご理解を賜りたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　昨年も同じ答弁をいただきましたけれども、先ほど申し上げましたように、この問題が非常に全国
的な大きな問題になりまして、特に北海道、東北地方、冬の寒いところが対象なのですけれども、やはり憲法の精神
からいっても行政の責任としても憲法違反でないかという議論にもなりました。今部長から答弁ありましたように、
生活保護に対する冬期加算は、これは先ほど言われたようにきちっと決められておりますけれども、これは今の原油
高が追い込まれていないということですね。このことは、はっきり厚生労働大臣も認めておりますし、それで舛添厚
生労働大臣は生活保護世帯が福祉灯油の助成を受けたからといって冬期加算を減らすこともしないということも国会
で明言されております。そして、当時の増田総務大臣は、自治体の判断がこれは基本だけれども、もし自治体が生活
保護世帯に支給した場合でも生活保護世帯への助成の対象には国はきちっとするということも答弁されているので
す。さらに、当時の福田総理は、福祉灯油の生活保護世帯の助成についてもし周知徹底したいのであれば、さらに全
国各市町村に徹底したいとまで１月の国会答弁しているのです。ですから、当然昨年この問題で北海道でも９割ぐら
いが生活保護世帯に助成券が当たらなかったという問題もあって、国会でも大きな議論になりまして、やはり一番困
窮しているのは生活保護世帯の方ですから、その人の燃料の上がった分を助成するのと冬期加算とは全く関係のない
話でありまして、冬期加算は冬期加算額が上積みされているのなら別だけれども、冬期加算額は平成１７年も１８年
も１９年もことしも同じ、ほぼ同じなのです。さっき部長答弁ありましたように、４月１日で決めることになってお
りますから、そういう意味でぜひやはり生活保護世帯の方が一番今生活状況大変になっているときにこの福祉灯油券
を助成するというのが先ほど言いましたように行政としての当然の責任でないかというふうに思いますので、その辺
踏まえて再度お尋ねしたいというふうに思います。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　議員のほうから国会でのやりとりというお話もありまして、私どももこの１月の３１日段
階での予算委員会の中で今お話がありました総務大臣、厚生労働大臣、あるいは総理のやりとり、これも見ているわ
けでございますけれども、あくまでも市町村の判断だというようなことでございます。総務大臣、これにつきまして
もそれぞれの自治体、一番身近な自治体の判断を優先したいというふうに思っていると。また、総理大臣におきまし
ても助成を実施するかどうか、その対象者等についてはあくまでも市町村にゆだねるというような答弁でございま
す。
　そこで、去年の実績でございます。平成１９年度の実績でございますけれども、福祉灯油につきましては道内１８
０市町村中１７６の市町村で実施しております。市にありましては３４市が実施しておりますけれども、生活保護世
帯を対象とした市は２市でございます。また、１４２町村の実施中生活保護を対象としたという自治体については、
２４町村という状況になっております。また、本年度平成２０年度の予定でありますけれども、この管内で申します
と、実施未定の夕張市を除く管内９市はすべて生活保護世帯は対象外としているという状況がございますが、これに
つきましても先ほど申しました北海道の補助対象、ここでも生活保護対象については除くというような考え方がござ
いますから、やはり１回目のご答弁で申し上げましたけれども、国の責任においてこれらの生活保障をしていくとい
う前提がございますから、市町村の判断でという国の方針でありますけれども、砂川市としてはこのような状況から
生活保護世帯については対象としないという考え方でございますので、ご理解を賜りたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　何度やりとりしても同じことの繰り返しなので、当時の増田総務大臣も自治体の判断が基本だとい
うことはきちっと今言われたとおりに言っています。しかし、ぜひ自治体も努力をしてほしいというのもつけ加わっ
ているのです。だから、やっぱり自治体が努力したいかしないかということだけの判断になるわけで、私どもとして
はぜひ、生活保護世帯の人の状況を見ると今一番大変なのです。だから、生活保護受けてしているわけですから、私
たち一番先にその人たちは補助対象にしてあげたいなというふうに思っているものですから、その辺申し上げたわけ
でありますけれども、やはり憲法の精神からいっても行政としての責任からいってもぜひその辺は、今後どうなるか
わかりませんから、ことし限りだとさっき総務部長は言いましたからわかりませんけれども、その辺は十分考慮して
いただきたいということを申し上げて、終わります。
〇議長　北谷文夫君　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　（登壇）　私も一般会計補正予算、福祉灯油の関係で質疑をさせていただきたいのですけれども、
ちょっと質疑を誤解されると、小黒は福祉に優しくないというふうに言われそうな感じもするのですけれども、実は
今回これを実施しようとした、また根拠なのです。昨年は、たしか１リッター１００円灯油にもなりそうだというよ
うなことで、私も福祉灯油ぜひされたらどうですかというお話もした覚えがあるのですけれども、今現状でいうと大
体１リッター安いところで６６円とか、普通でいくとリッター７２円程度まで灯油が下がってきてしまっている状態
があって、市民の方々からよく最近聞く話なのですけれども、何でも非課税世帯だなと、それで非課税の方々は低所
得だという、イコールではわかるのだけれども、税金払っている我々にどうしてサービスって全然砂川はないのだ
と、厳しいお話も実はお伺いするのです。それで、とにかく特殊事情でこれだけ灯油が値上がりしたのでという理由
だとわかるのですけれども、今みたいな状況になってくると、その方々にどう答えたらいいのかなと実は非常に困っ
ているのです。それで、それをどう答えたらいいのでしょうという質問もないのですけれども、つまり今回こうやっ
て灯油が下がってきている現状の中で１，１２０万円ではない、一千百、いいですね、１，１２０万円の予算を使っ
て福祉灯油をやっていくというこの基準、根拠というようなものをお答えいただければと思っております。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　（登壇）　ただいま福祉灯油の関係で灯油が安くなってきているという状況下にあってそ
ういった根拠、基準というものは何なのかというご質問でございます。まず、福祉灯油はあくまで臨時的な生活支援
であり、市長の政策的な判断により議会に諮って実施するものであります。今年度におきましても灯油の価格は高目
で推移した経過があり、国では臨時的な措置として昨年同様に地方交付税により実施市町村に対し財政支援をするこ
ととし、北海道においても緊急臨時的措置として補助金の要綱を今年度に限って拡充したところであります。冬を迎
える１１月上旬での市内販売価格は、１リットル当たり約９５円という状況から需要期に向けて価格は引き下がる傾
向にもありましたが、依然として高い状況にあり、空知管内各市の実施動向等も調査の上、実施することとしたとこ
ろであります。また、基準の関係でございますけれども、灯油価格の実施は臨時的な措置であり、実施に当たっての
基準を特段定めている状況にはありません。その時々の社会情勢、経済情勢のほか、国及び北海道の動向、さらには
道内、管内各市町村の動向等を調査、把握するなど総合的な観点から方針を決定しているところでございます。
〇議長　北谷文夫君　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　これ以上聞くと、どう対応していいかよくわからなくなってきてしまいますので、１つだけちょっ



と違うふうに聞きます、この関係で。私今福祉灯油助成費は１，１２０万予算化されていると言いましたけれども、
この財源内訳はどうなのかをお伺いして質疑を終わりたいと思うのですけれども。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　福祉灯油の財源の内訳でありますけれども、ただいま申し上げました北海道の補助金の要
綱を今年度特別な措置として改正しております。これにつきましては、灯油支給額の２分の１ということでございま
す。これまで北海道では市町村規模でありますけれども、砂川市の場合６０万円という頭打ちでございましたけれど
も、これにつきましては支給額の２分の１ということでございます。これにつきましては、５６０万円の道の補助金
を計上しております。また、そのほか国でございますけれども、国も臨時的措置といたしまして昨年に引き続きこの
２分の１を助成するという制度でございます。このようなことから、この関係につきましては財源の内訳で申します
と、おおむね北海道が２分の１、それから国の特別交付税がそのさらに２分の１、そして残り市負担ということで、
その内訳でございますけれども、先ほど言いました北海道の補助金のほかに、残りは特別交付税、そして市でそれぞ
れ半分ずつの負担となるというところでございます。
〔何事か呼ぶ者あり〕
　ただいまの、失礼いたしました。市の純然たる負担、持ち出しでちょっと数字を申し上げたいと思います。昨年度
の実施状況でございますけれども、これにつきましては助成総額で５６０万５，０００円でありました。この内訳で
ございますけれども、財源としては北海道で６０万円、特別交付税では３７３万１，０００円、市の負担につきまし
ては１３３万７，０００円でございました。今回７，０００円ということでこれらを試算しますと、昨年の交付状
況、そういったものを申しますと、ただいま申し上げました北海道２分の１、国の特別交付税、そして市の負担額で
ございますけれども、市の負担額については２０８万５，９００円、前年の比較いたしまして７４万８，９００円、
これぐらいが７，０００円引き上がることによる市の純然たる負担増と考えてございます。
〇議長　北谷文夫君　一ノ瀬弘昭議員。
〇一ノ瀬弘昭議員　（登壇）　それでは、ちょっと予定はしていなかったのですけれども、一般会計の部分で私もち
ょっと福祉灯油の関係を総括質疑をさせていただきたいと思います。
　ただいま２人の議員の方がこの福祉灯油について質疑をしたわけでありますけれども、この福祉灯油というのはや
はり私も実施したほうがいいよというようなことで前々から言っていたのは言っていたのですけれども、ただこれを
発動といいますか、これを行うか否かについては、やはりつい最近まではやはり灯油価格って高かったのです。私９
月一般質問やりましたけれども、そのときも１３０円台に近づくのでないかのような話だったわけです。百十何円だ
とか、高かったのです。道のほうも道議会のほうでも緊急対策として予算を増額したという、そういう経過があるの
ですけれども、これ実は今ほど小黒議員も言われたように、今６５円８０銭というのが多分砂川で一番安い状況だと
思うのですけれども、この福祉灯油を実施するか否かというのを、うちはやっていないのですけれども、他の自治体
で例えば基準を、一定の基準、そこそこによって違いますけれども、一定の基準を設けて、それより何％上回った場
合に発動するというような形とっている場合もあるのです。そういったことも視野に入れて、今後毎年今こうだから
ということでこういう形で補正上げていただくのもこれはまた結構な話なのですけれども、私は一方これから考えて
いかなければならないその課題として、そういった自動で発動していくというか、そういった自動ではないのですけ
れども、一定の手続はありますけれども、そういった基準にのっとって幾ら幾らのその基準から何％上回ったときに
は福祉灯油をやりましょうよという、そういった条例等々を制定しておくのもまた一つの手かなというふうに思うも
のですから、その辺の大まかな考え方についてひとつこの際お伺いしておきたいなというふうに思っています。
　それと、先ほどの関連という形になるのですが、生活保護世帯に支給するのか否かというような話の中で、生活保
護世帯の場合であれば冬期加算というのがありまして、１人世帯で１万９，９７０円とか、２人世帯で２万５，８５
０円なんていう、こういった金額があるわけで、確かに土田議員がおっしゃったように、この部分というのは灯油の
現在の価格というのは反映されていないのです。というのは、恐らく私の知識が間違っていなければ、春先のそうい
った金額というか、その基準でもって査定されるので、その後今の時期に灯油が上がろうと、冬期加算されるときに
上がろうと下がろうと、それは変動しないはずなのです。ちょっと、たしかそうだったと思ったのですけれども、そ
の辺で勘案したならば、私はことしの冬期加算というのは現在の灯油の価格よりちょっと若干高いのかなと、現状で
は。高いのかなという気はしているのですけれども、その辺ちょっと整理させていただく意味でもちょっとお伺いし
ておきたいなと思っています。
　以上です。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長　井上克也君　（登壇）　ただいまのご質問でルール化といいますか、そういう制度化を図ってはいかが
かというようなご質問でございますけれども、平成１９年度、現段階でも確認しておりますけれども、平成９年度の
実際の実施するに当たっての道内３４市の状況でございますけれども、３４市中６市が要綱、要領で定めていると。
ただ、ことしに入りましてこの辺のことを調査しますと、要綱、要領で常時制定しているのはどうかというようなこ
とで見直しも検討しているのだという市もございます。福祉灯油の実施につきましては、あくまでも臨時的な措置、
その中にはやはり先ほど申し上げたとおり国あるいは道のそういった支援の状況、そしてまた道内各市の状況、そう
いったものを勘案してするかどうかということでございますから、現段階で基準的な要綱、そしてまた要領等の制定
については考えておりませんので、ご理解を賜りたいと思います。
　また、生活保護の冬期加算、これにつきましては先ほどご答弁申し上げましたけれども、４月１日現在でもって厚
生労働大臣が設定するという金額となっております。それで、高いか安いかという問題はあるかもしれませんけれど
も、いずれにしても冬期加算、先ほど申し上げました１人世帯あるいは４人世帯そういった額になっておりますけれ
ども、これらも見込んで冬期加算を５カ月にわたってその年度に支給すると。そういう段階では、ご承知かと思いま
すが、価格が下がった、あるいは安くて済んだ、だから冬期加算については一部というようなお話はございません。
あくまでもこの５カ月の価格の中で冬期の暖房料、あるいは機械器具等、あるいは衣類等も含めて加算をしていると
いう制度でございますので、ご理解を賜りたいと存じます。
〇議長　北谷文夫君　一ノ瀬弘昭議員。
〇一ノ瀬弘昭議員　私先ほど条例化してはどうかというようなお話だったのですけれども、条例化はしないというこ
となのですけれども、実は私ちょっと裏を返して言ったような格好になったのですけれども、私も実はしないほうが
いいと思うのです。ということは、そのほうが型にはめられなくて、そのときの状況、状況で判断できると思うので
すけれども、この状況、状況でなかなか判断するという事例がこの砂川市を含めた多くの自治体で余りないのです、
ケース的に。ですから、何か型にはまっていなければ前例がないからだめだだとか何かという話になるのですけれど
も、こういうのというのはやはり残しておいたほうがいいのだなというふうに思います。逆に言えば、そういった条
例が仮に去年あたりにでも制定されていたならば、私の思いの中では多分今回は福祉灯油はなかったのだと思いま
す。この急な灯油の下落というのですか、それから見たら。ですから、それはいいというふうに私は思うので、もら
える人、もらえない人、また支給される人、されない人といういろいろあって、そういった問題はあるのでしょうけ
れども、とりあえず今回の非課税者の方、生活保護の世帯は今回除くという格好ではありますけれども、そういった
非課税者で極めて生活に困窮していますよというような方々については、７，０００円となると今の価格からいえば
おおよそ１００リッターぐらいですか、１００リッターぐらいの灯油が買えるのではないかなということでいいこと
だなというふうに思っております。昨年いろいろと苦慮された中でパーセンテージも上げていただいたという、そう
いった町内会との連携の中でもさまざま行っていただきましたけれども、ことしもやはり去年のそういった経験を踏



まえてよりいいような形で対象とされている方すべてがもらえるといいますか、支給されるような形でいろいろと奮
闘されていただきたいなというふうに思って、終わります。
　以上です。
〇議長　北谷文夫君　他にございませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで議案第１号及び第２号の総括質疑を終わります。
　以上で各議案に対する総括質疑を終わります。
　お諮りします。
　ただいま議題となっております１１議案は、全員で構成する予算審査特別委員会を設置し、これに付託して、会期
中審査を行うことにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、そのように決定しました。

　　　　◎休会の件について
〇議長　北谷文夫君　お諮りします。
　予算審査特別委員会における審査が終了するまで本会議を休会することにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、これで本会議を休会します。

　　　　◎散会宣告
〇議長　北谷文夫君　以上で本日の日程はすべて終了しました。
　本日はこれで散会します。
                            散会　午後　２時４７分


